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1. 序論 

1.1. 概説 

土木構造物の設計が仕様設計から性能設計へと移りつつある中で，外力としての地震動

についても，将来発生が予測される地震動を合理的に評価するための研究がなされている．

耐震設計の実務においても，1995年兵庫県单部地震以降，設計対象地点における地震外力

を，断層モデルを考慮し，経験的グリーン関数法や統計的グリーン関数法等の手法を用い

て，地震波形として予測することが行われつつある．予測波形の妥当性を評価するために，

最大加速度値や最大速度値等の指標が距離減衰式等と整合するかどうかが調べられている

が，想定する地震の断層位置や断層モデルに不確定要素があり，また地震動予測手法で用

いるパラメータの設定にはいくつかの方法があるため，これらの指標の予測値には大きな

ばらつきが生じることが知られており，地震動予測結果の妥当性を評価することは容易で

はない． 

また，地方自治体等において地域防災計画を策定するために，地震被害想定が行われて

いる．地震被害想定では，数多くの施設に対して地震時の被害を想定するため，地震動波

形を用いて一つ一つの構造物の動的応答を求めるのではなく，地震動の強さを表す指標の

大きさと構造物の被害との関係を過去の被災事例から求め，その指標によって構造物の被

害を予測している．地震被害想定においてよく用いられる指標は，計測震度や最大加速度

値，応答スペクトル等である． 

 これらの指標は確かに地震動の強さの一面を表しているが，時刻歴波形としての地震動

の特徴を表すためには，地震動継続時間や位相特性等も考慮する必要がある．また，最大

加速度値や最大速度値よりも，エネルギー的な指標の方がより実被害との整合性が高いと

の指摘もある．そこで本研究では，地震動のエネルギー指標に着目し，地震工学における

実務への活用について検討した．地震波の伝播に伴うエネルギーの流れの概念は古くから

あり，いくつもの研究がなされているが，エネルギー量のばらつきに着目した研究はそれ

ほど多くない．本研究では，まず既往の強震観測記録から地震動エネルギーの距離減衰特

性を求めた．次に，地盤内を伝播する地震動のエネルギーの量が保存されるかどうかにつ

いて検討を行った．さらに，地震動エネルギー指標の，地震動予測結果の妥当性評価への

活用や構造物の被害推定への活用について検討した． 
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1.2. 本研究の背景 

 日本のように大規模地震が頻発する国においては，構造物の設計断面が耐震設計によっ

て決まるケースが多い．耐震設計による断面を決める大きな要因の一つは，外力である入

力地震動である．よって，耐震設計に用いるための入力地震動を合理的に予測することは

重要である．入力地震動を適切に設定できれば，構造物が目標とする耐震性能を確保する

ための設計の精度を向上させることができる．今後尐子高齢化に伴い人口減尐が予想され，

社会資本整備等のための建設投資の減尐が見込まれる中，過大設計を改善することにより，

設計断面を縮小し，建設コストの低減に直結させることができる．また，過小設計を改善

することで地震によって構造物が被災することを避けることができる．すなわち，過不足

ない合理的な入力地震動の設定を行うことにより，建設コスト及び維持管理コストの縮減

が可能であると考えられる． 

 構造物を設計する際に想定される地震動は，構造物の供用期間中におけるリスク評価を

行って設定するのが理想的であるが，活断層の活動は数千年～数万年卖位とされているの

に対して，人類が地震の揺れの記録を始めてから百数十年しか経っていないため，大規模

地震に関する情報はまだ十分に蓄積されていない．しかし，一般に構造物の供用期間とし

て想定される数十年卖位であれば地震危険度の評価が可能である．そこで現時点では，構

造物の供用期間中に 1 回程度遭遇する再現期間をもつ地震動の強さを確率論的に評価する

と共に，構造物の建設地点において将来起こるであろう最大規模の地震の強さを確定論的

に評価して設計に用いられている．そして耐震設計では，地震動の強さに応じた性能(被災

の程度の許容値)を確保することを目指して，構造物の部材断面や構造物基礎の必要強度等

が決められる． 

 断層破壊の進展に関する研究1)，震源特性・伝播経路特性・サイト増幅特性に関する研

究2), 3)やそれらの地震動予測への適用に関する研究4)等によって，地震動予測手法は大きく

発展した．差分法5)等の理論的手法や経験的グリーン関数法6)，統計的グリーン関数法7)等

の半経験的手法，あるいはこれらを組み合わせた手法8)等を用いることにより，過去に生

じた大規模地震については，時刻歴の地震観測記録をほぼ再現することが可能となってい

る9)．1995 年兵庫県单部地震以降，土木学会提言10)をきっかけに，レベル 1 地震動やレベ

ル 2 地震動の考え方が明確になり，水道施設耐震工法指針・解説11)
 (2009 年)，港湾の施設

の技術上の基準・同解説12)
(2007 年)，大規模地震の対するダム耐震性能照査指針(案)・同解

説13)
(2005 年)等，近年改訂された各種構造物の技術基準類には，上記のような新しい地震

工学的発展が反映されている．これらの基準類には，各地点ごとに，想定される地震動の

特性を考慮した上で，入力地震動を時刻歴波形として予測する内容が記載されている．水

道施設耐震工法指針・解説では，「レベル 1 地震動及びレベル 2 地震動は，原則として，

建設地点周辺の地震活動度，震源特性，震源から建設地点までの伝播・増幅特性等を考慮

し，適切に設定する」となっており，さらに，「レベル 1 地震動及びレベル 2 地震動は，

時刻歴加速度波形又は応答スペクトルで表現する」と書かれている．港湾の施設の技術上

の基準・同解説では，「レベル二地震動については，地震動の実測値，想定される地震の

震源パラメータ等をもとに，震源特性，伝播経路特性及びサイト特性を考慮して，時刻歴
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波形を適切に設定するものとする」とある．大規模地震に対するダム耐震性能照査指針

(案)・同解説には，「ダムの耐震性能の照査には，想定地震によってダム地点において発

生するものと推定される地震動の加速度時刻歴波形を用いることを基本とする」と記述さ

れている．しかし，構造物の耐震設計に用いる入力地震動は，将来発生が予測される地震

に対してのものであり，破壊開始点やアスペリティの分布等，震源断層における不確定性

等があるため，予測結果にはばらつきが生じる．また，これらの地震動予測手法が多くの

パラメータを必要とし，パラメータの設定にはいくつかの方法がある．そのため，予測さ

れた地震動がばらつきの範囲内で妥当かどうかを評価することが必要になる． 

 地震動の特徴を表す指標として一般的に考えられるのは，最大加速度値，最大速度値，

計測震度，応答スペクトル，フーリエ振幅スペクトル，SI 値等の地震動の強さを表す量や

継続時間，エンベロープ，群遅延時間等の地震動の位相を表す量である．予測された地震

動が妥当かどうかを判断するためには，理論的な値と比較することと，これまでの観測記

録と比較することが考えられる．理論的に導出可能となるのは，震源断層や地下構造が卖

純な場合に限られており，現実的にはこれまでの観測記録と比較することが行われる．上

記の指標のうち，よく用いられるのは，最大加速度値や最大速度値である．最大加速度値

は設計震度との関連性から外力の強さの指標としてわかりやすい．また，最大加速度値や

最大速度値については，数多くの距離減衰式に関する研究がある14)．したがって，これま

での多くの場合，予測波形について，最大加速度値や最大速度値を距離減衰式から得られ

た値と比較することにより妥当性の判断がされている考えられる． 

 また，各地方自治体は，災害対策基本法に基づいて，大地震時における住民の避難や食

料・生活必需品の備蓄等に関する地域防災計画を策定している．防災計画を策定するため

には，まずその地域で発生が懸念される地震を想定し，対象とする地域における地震動の

強さを面的に予測する必要がある．一般的には，断層を囲む数十 km 四方の範囲を対象と

して数百 m 四方卖位のメッシュに細分し，そのメッシュ内では地震動の強さはほぼ等しい

としてメッシュごとに地震動の強さを予測する．つぎに，予測された地震動の強さから家

屋やライフライン等の被害を予測する．さらに，予測される被害に対して耐震補強の実施

等の予防対策，地震発生直後の応急対策や長期的な復旧・復興対策を策定する．この地域

防災計画を策定するにあたっても，地震動の強さの見積は，その後の被害想定や被害を軽

減する対策の規模等に大きな影響を与えるため，合理的に地震動の強さを評価する必要が

ある．地震被害想定においては，対象構造物の数は数万～数百万にのぼり，一つ一つの剛

性や強度の情報は十分ではないので，過去の被害地震における構造物の被害の分析から求

められた地震動の強さを表す指標と構造物の被害との関係式から，対象とする地震が発生

した場合の被害を想定することが行われている．地震被害想定においてよく用いられる指

標は，計測震度，最大加速度値，最大速度値，加速度応答スペクトル，SI 値等である．計

測震度は，地震動の強さを表す指標として一般に最も知られており，地震被害想定が市民

にとってわかりやすいという利点がある． 

 しかし，最大加速度値，最大速度値は瞬間的な地震動の強さを表す量であり，波形とし

て予測した地震動の全体的な強さを反映した量でないことは明らかである．また，計測震

度は物理量として明確ではないため，構造物の被害との対応は必ずしもよくない．  
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1.3. 本研究の目的と構成 

 本研究では，地震動強さの指標として地震動のエネルギーに着目し，その活用法につい

て検討する．エネルギーは物理量として明確であり，また，エネルギー指標の算出に地震

動の時刻歴波形全体を用いることで，経時特性についても反映することができる．地震動

エネルギーの距離減衰特性について調べ，地震動エネルギーの地震工学における実務への

適用として，地震動予測結果の妥当性評価への活用及び構造物の被害推定への活用を提案

する．検討においては，ばらつきに着目し，既往の指標である最大加速度値や最大速度値

との比較を通じて地震動エネルギーの特徴を明らかにする． 

 第 2 章では，地震動のエネルギーに関する既往の研究についてレビューを行うとともに，

本研究で用いる地震動エネルギーの定義について述べる．また，1996 年以降に発生した主

な被害地震の地震観測記録を用いて，地震動エネルギーと最大加速度値や最大速度値等の

指標との関係を示す． 

 第 3 章では，地震動エネルギーの距離減衰特性について述べる． 

 地震動の強さを表す指標として地震動エネルギーを用いるためには，観測記録を分析し

て地震動エネルギーの大きさを定量化し，「ものさし」を作る必要がある．地震動は，卖

位要素あたりで考えた場合には距離減衰が生じ，また粘性減衰等によって，地震動のエネ

ルギーは他のエネルギーに転化され減尐する．さらに地盤の不均質性によって観測点ごと

にばらつきが生じる．これらの影響により生じる地震動エネルギーの距離減衰特性につい

て論じる．既往の距離減衰式についてレビューを行った後，距離減衰特性のばらつきや本

震と余震との値の違い等を，最大加速度値等の指標と比較することによって，地震動エネ

ルギーの特徴を考察する． 

 第 4 章では，地震動エネルギーの保存について述べる． 

 地震動エネルギーを，地震動の強さの指標として用いるためには，エネルギー保存則に

ついて検討することが重要である．一般にエネルギーには保存則が成り立つことが知られ

ており，震源を取り囲む任意の閉じた面における地震動のエネルギーの流れは保存されて

いる．本研究で定義する地震動エネルギーにもエネルギー保存則が成立すれば，地盤内の

どこで算出しても同じ値が得られ，指標として使いやすいと考えられる．しかし，地震動

エネルギーのように，時刻歴波形全体についての積分値が保存されているかどうかについ

ての既往の研究事例は見当たらなかった．そこで，地盤内における地震動エネルギーの基

本的な保存則について，減衰の無い水平成層モデルを用い，1 次元の SH 波の弾性伝播問

題として検討する． 

 第 5 章では，地震動エネルギーの活用法の例として，地震動予測結果の評価への適用及

び一自由度系の応答計算結果を用いた構造物の被害推定への適用について述べる． 

 地震動予測結果の評価への適用については，モデル断層を想定して地震動予測を行うこ

とにより検討する．地震動の予測条件を変化させた場合に予測結果に必然の変化が生じる

ようなパラメータスタディを行い，その必然の結果が地震動エネルギーに反映されるかど

うか検証する．また，最大加速度値や最大速度値等の既往の評価指標と比較することによ

り，地震動エネルギーの特徴や利点を明らかにする． 
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 構造物の被害推定については，バイリニア型履歴特性を有する一自由度系の応答解析結

果を通じて検討を行う．K-NET の地震観測記録を用いて，質量や減衰定数等を変えた数種

類のモデルの応答解析を行い，構造物の被害を表す塑性率や塑性ひずみエネルギーと地震

動の強さを表す各指標との関係を比較することにより，地震動エネルギーの構造被害推定

への適用性について考察する． 

 第 6 章では，まとめと展望を述べる． 
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2. 地震動の強さを表す指標としての地震動エネルギーの提案 

2.1. 地震動のエネルギーに関する既往の研究 

 地震波の伝播に伴う地震のエネルギーの流れに関する研究はこれまでに数多くなされて

いる．地震の規模に応じて震源から放射される地震のエネルギーは，震源を取り囲む任意

の面におけるエネルギー密度の時間積分値に等しい．例えば，図 2-1に示す面 S1 における

以下の積分値は面 S2 における積分値と等しい1)． 

       
 


0 0

00

1 2S S
jiijijjjijij dSnudtdSnudt    (2-1) 

ここに，σとσ0 はそれぞれ時刻 t における応力及び初期応力である．uは粒子速度，n は

その面の法線方向である．Richter
 2)は，ローカルマグニチュード(ML)を用いて地震の規模

を測定することを提案した．しかし，これはエネルギーの定義と正確に一致しているわけ

ではなかった．その後，金森3)は，地震の規模を表すのにモーメントマグニチュード(Mw)を

用いることを提案した．Mw は，震源のエネルギー解放量に関係する地震モーメントから定

義される．ただし，そのエネルギーは，式(2-1)で表される放射エネルギーとは異なってい

る．放射エネルギーに関する詳細な議論は，Kostrov
4)，Fukuyama

5)，Abercrombie
6)等でなさ

れている． 

 面 S を通過する地震波は，1 方向に伝播する P 波か S 波の卖一の平面波として近似され

る．そのエネルギーは，P 波の場合は Eα，S 波の場合は Eβとして，それぞれ式(2-2)及び

式(2-3)で表される． 

 



S

iip dSnluVdtE
2

0
   , (2-2) 

 



S

iis dSnluVdtE
2

0
    (2-3) 

ここに，ρ，Vp 及び Vs はそれぞれ密度，P 波速度，S 波速度である． u と u はそれぞれ

P 波と S 波の粒子速度振幅である．liは波動の伝播方向を表すベクトルである．被積分関数

で定義されるエネルギー密度は，粒子速度の 2 乗と波動インピーダンスとの積である．P

波と S 波の重ね合わせによって表される一般的な波動場における全エネルギーは，Eα+Eβ

に等しくならないことに注意する必要がある．上式の保存則は，平面波に対して ray tube
7)

を考えると，震源をとり囲む全表面を考えずに限られた面に対しても議論することができ

る．式(2-2)及び式(2-3)の被積分値を展開して得られるエネルギー密度は，
2u に波の伝播

速度を掛けたものとなる． 

 安芸ら7)は，一般的なエネルギーとして，運動エネルギー，ひずみエネルギー，熱エネ

ルギー等について説明し，ひずみエネルギー密度と運動エネルギー密度が等しいことを示

している．その上で，均質媒質中を伝わる平面波の伝播方向に垂直な卖位面積を横切って

伝達される卖位時間あたりのエネルギー量(伝達エネルギー束)は，
2uVs

 (ρは密度，Vs は

地盤の S 波速度，uは粒子速度)であることを示し，伝播する地震エネルギーが波線チュー
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ブ内に閉じこめられており，震源を取り囲む任意の面における伝達エネルギー束の面積分

は保存されていることを示した．また，多治米8)も，任意の表面積をもつ領域内でエネル

ギー流量の面積分が保存されていることを示している．このように，震源から発生した地

震のエネルギーは，弾性体内において全体として保存されていることが過去の研究によっ

て示されている． 

 地震動のエネルギーと地震動強さとの関係に関して，高木9)は，気象庁の震度と地震動

のエネルギーとの相関について論じている．地震動のエネルギーは，面積素片を通る地震

波動のエネルギーの合計としている．そして，震度を規定しているのは，加速度や速度で

はなく，エネルギーであるという結論を得ている．また，秋山ら10),11)は，構造物へのエネ

ルギー入力と構造物のエネルギー吸収という観点から研究し，一質点系における運動方程

式から，弾性エネルギー，塑性ひずみエネルギー，減衰による吸収エネルギーの釣り合い

方程式を導き，構造物の被害をエネルギーの観点から検討している．この中で，構造物へ

の入力エネルギーを速度に換算したエネルギー換算速度応答スペクトル(VE スペクトル)を，

構造物へ入力される設計用の地震荷重として提案している．国生ら12)は，地盤中の微小要

素の運動エネルギーとひずみエネルギーの和を時間軸上で積分した量を地震波のエネルギ

ーと定義し，兵庫県单部地震時のポートアイランドにおける観測記録を用いて，そのエネ

ルギー量の収支について分析を行っている．野津ら13)は，パワースペクトルの周波数によ

る積分値を PSI(Power Spectrum Intensity)とよび，岸壁の被災の程度との関係を調べている．

これによると，最大加速度値や最大速度値よりも PSI の方が，地震による岸壁の残留変形

量との相関が高いという結果が得られている．また，井林ら14)は，地震動の継続時間全体

にわたって構造物に入力される地震総入力エネルギーと，ある卖位時間に相当するエネル

ギーとに着目し，弾性系の解析のみによって RC 卖柱橋脚の地震時の応答塑性率や履歴エ

ネルギーを推定する手法を提案している．さらに，地盤の液状化と地震動のエネルギーと

の関係についても，片田ら15)や風間ら16)によって研究されている．片田らは，オンライン

地震応答載荷実験によりエネルギーの釣合式からひずみエネルギーの算定に必要な応答値

等を測定して求め，液状化の進行状況をひずみエネルギーの蓄積の面から考察している．

風間らは，水平成層地盤の液状化を判定する手法として地震時に地盤中で費やされた累積

損失エネルギーと地盤材料が液状化時に蓄えうる累積損失エネルギーを対比する方法を提

案しており，等価線形解析から累積損失エネルギーを簡易に推定する方法について検討し

ている．このように，構造物の被害と地震動のエネルギーとの関係について多くの研究が

なされており，ほとんどが構造物の被害と地震動エネルギーとに密接な関係を見いだして

いる． 
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図 2-1 震源から放射された地震エネルギーと震源を取り囲む面 S1及び面 S2 

S1 

S2 
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2.2. 本研究における地震動エネルギーの定義 

 震源から放射される全エネルギーは式(2-2)及び式(2-3)で表されるが，全エネルギーは運

動エネルギーとひずみエネルギーとに分けることができ，平面波の伝播に関しては運動エ

ネルギーとひずみエネルギーとは等しい17),18),19)．本研究ではこのうちの S 波の運動エネル

ギーを対象とする． 

 運動エネルギー密度は以下で表される．  は媒質の密度，uは粒子速度である． 

 
2

2

1
u  (2-4) 

 ここで，S 波を対象とすると，エネルギーの伝播する速度は，せん断波速度 Vs に等しい．

したがって卖位体積を通過する卖位時間あたりの運動エネルギーの量は以下で表される7)． 

 
2

2

1
uVs
  (2-5) 

 地盤内のある位置において，式(2-5)で表される上昇波(SH 波)の伝播に伴う運動エネルギ

ー密度の流れを地震動の全時刻歴にわたって積分した値を地震動エネルギーと定義し，次

式で表す． 

 dttuVE s )(
2

1

0

2




   (2-6) 

 tu 2 は，水平方向 2 成分の  tux
 ，  tu y と鉛直方向成分  tuz

 を用いて次式で表される． 

   )()()(
2222 tutututu zyx

   (2-7) 

 式(2-6)は，式(2-2)の面積分の被積分項の 1/2 であり，本研究において定義する地震動エ

ネルギーは，運動エネルギーとひずみエネルギーの和である全エネルギー量の 1/2 である

ことに留意する必要がある．なお，地震動エネルギーを式(2-3)で定義したとしても，以降

の理論には何ら影響を与えず，値が 2 倍となるだけである． 

 地震動エネルギーを算出するためには，地震動の時刻歴波形と算出位置における地盤の

密度及び S 波速度の値が必要である．観測記録から算定する際には，地震計設置位置にお

いて地盤調査が行われている必要がある．また，耐震設計等に用いる地震動波形から算定

する場合には，波形の入力位置における密度と S 波速度を決定する必要がある． 

 本研究において地震動の強さを表す指標として提案する地震動エネルギーと，他の地震

動の強さを表す指標との関係について調べた．表 2-1に 1996 年以降で大きな被害を与え

た地震を示す20)．これらの地震は K-NET の観測点において記録されている．表 2-1の各地

震の中から，最大加速度の上位 5 つの地震記録を取り出し，最大加速度，最大速度，計測

震度，SI 値という地震動の強さを表す既往の主な指標と地震動エネルギーとの関係をプロ

ットした結果を図 2-2に示す．これらの指標のうち，地震動エネルギー，最大加速度値，

最大速度値については，観測記録に対して 0.1Hz～10Hz のバンドパスフィルタ通過後の波

形から算出した．最大加速度値と最大速度値は 3 成分から求めたベクトルの最大値とした．

SI 値は，水平 2 成分それぞれの観測記録に対する一自由度系の速度応答波形(減衰定数
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h=0.2)を計算し，この応答波形の水平 2 成分合成の最大値を取ったものを速度応答スペク

トルの成分として，その速度応答スペクトルの 0.1 秒～2.5 秒の平均値として求めた．図 

2-2より，地震動エネルギーと既往の各指標とは明確な相関があり，地震動エネルギーが

地震動の強さを表す指標として有力であることを示している．また，地震動エネルギーは，

最大速度値や SI 値との関係が良好であるが，これは地震動エネルギーの算定に速度値の時

刻歴波形を用いているためであると考えられる． 

 

表 2-1 近年の被害地震 
震央地名
地震名

鳥取県西部 住家全壊 435

平成12年(2000年)鳥取県西部地震 半壊 3,101など

安芸灘 死 2 住家全壊 70

平成13年(2001年)芸予地震 負 288 半壊 774など

住宅全壊 1276棟

住宅半壊 3809棟など

釧路沖〔十勝沖〕 死 1 不明 1 住宅全壊 116棟

平成15年（2003年）十勝沖地震 負 849 住宅半壊 368棟など

新潟県中越地方 死 68 住家全壊3,175棟

平成16年（2004年）新潟県中越地震 負 4,805 住家半壊13,810棟など

死 1 住家全壊144棟

負 1,204 住家半壊353棟など

能登半島沖 死 1 住家全壊686棟

平成19年（2007年）能登半島地震 負 356 住家半壊1,740棟など

新潟県上中越沖 死 15 住家全壊1,331棟

平成19年（2007年）新潟県中越沖地震 負 2,346 住家半壊5,709棟など

岩手県内陸南部 死 17 不明 6 住家全壊30棟

平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震 負 426 住家半壊146棟など

平成17年（2005年） 3月20日 7 福岡県西方沖〔福岡県北西沖〕 6弱

平成16年（2004年）10月23日 6.8 7

平成15年（2003年） 9月26日 8 6弱

平成15年（2003年） 7月26日 6.4 宮城県北部〔宮城県中部〕 負 677 6強

平成13年（2001年） 3月24日 6.7 6弱

平成12年（2000年）10月 6日 7.3 負 182 6強

平成20年（2008年）6月14日 7.2 6強

平成19年（2007年）7月16日 6.8 6強

最大震度

平成19年（2007年）3月25日 6.9 6強

発生年月日 Ｍ 人的被害 物的被害
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図 2-2 地震動エネルギーと他の指標との関係 
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3. 地震動エネルギーの距離減衰等の特性 

3.1. はじめに 

 地震の規模に応じた強さで震源から放射された地震動は，震源から離れるにつれて，幾

何減衰や粘性減衰等によってその強さが減尐する．最大加速度値や最大速度値等の地震動

の強さを表す指標に対して，このような距離減衰特性について多くの研究が行われている．

距離減衰特性を求めることにより，地震の規模と震源からの距離の情報から，平均的にど

の程度の強さの地震動になるかを推定することができ，構造物の耐震設計や被害推定に役

立てることができる．ここでは，地震動エネルギーの距離減衰特性について検討した．地

震動の強さはディレクティビティやサイト増幅特性等による影響を受けるため，同じ震源

距離でも地点によってある程度のばらつきがあるが，ばらつきが小さいほど，地震動の強

さの指標として妥当性が高いと言えるため，地震動エネルギーの距離減衰特性のばらつき

の程度について検討する．また，地震の規模との関係についても検討した．さらに，ウェ

ーブレット変換を用いて地震動エネルギーの周波数特性についても検討し，地震動エネル

ギーという量の合理的な説明を試みた． 
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3.2. 距離減衰式に関する既往の研究 

 これまでに各機関において多くの地震観測記録が蓄積されており，地震動の主要な指標

について距離減衰特性が検討されている．古くは金井1)による日立鉱山の岩盤での地震観

測記録を用いた最大速度の距離減衰特性の研究がある．兵庫県单部地震での各地の最大加

速度値をよく表現していた式として，福島・田中2)による距離減衰式が知られている．近

年では，地震調査研究推進本部による強震動予測等多くの検討に採用されている式として，

司・翠川3)の研究による最大加速度値や最大速度値の距離減衰式がある．計測震度につい

ても松崎ら4)によって距離減衰特性が検討されているが，計測震度は，距離減衰式から推

定した最大速度値から換算式によって推定することが多い．応答スペクトルに関しては，

安中ら5)や内山ら6)等によって距離減衰式が提案されている．これらの距離減衰式は地震の

規模を表す説明変数としてマグニチュードを用いているが，片岡ら7)は，加速度震源スペ

クトルの短周期レベルを説明変数として，最大加速度，最大速度，計測震度，SI 値，加速

度応答スペクトルの距離減衰式を提案している．大渕ら8)は，国生らの提案したエネルギ

ーを周波数領域に変換し，地震エネルギースペクトルとして振動数ごとの距離減衰特性に

ついて検討しているが，最大加速度値や最大速度値と比べてややばらつきが大きいと結論

づけている． 
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3.3. 地震動エネルギーの距離減衰式 

3.3.1. 観測データ 

 地震観測データは K-NET 及び KiK-net のデータを用いた9)．設計に用いる入力地震動は，

工学的基盤面上の 2E 波として定義されることが多いことから，入力地震動の地震動エネ

ルギーを，工学的基盤上の自由表面上のエネルギーとして評価する．工学的基盤上での地

震動を評価する場合，地震計が工学的基盤上に設置されているか，工学的基盤までの詳細

な地盤情報が明らかとなっている必要がある．解析に用いた地震を表 3-1に示す．1997 年

以降に観測された内陸活断層の地震で，Mj が 5.5 以上で震源深さが 30km 以浅，観測点数

10 以上のものを選定した．2003 年十勝沖地震等のプレート境界地震を含めなかったのは，

プレート内地震やプレート境界地震といった地震のタイプの違いによる距離減衰特性への

影響を避けるためである．大規模な余震が複数あった場合には，本震と最大余震を選定し

た．K-NET の記録については，地表における地震動の最大加速度値が 10gal 以上のデータ

に対して，等価線形解析手法 (SHAKE) を用いて工学的基盤まで引き戻す計算をおこなっ

た．工学的基盤の S 波速度は 300m/s 以上とし，調査ボーリングが工学的基盤まで達して

いない観測点のデータは除外した．せん断ひずみに関わる非線形特性は，砂と粘土でそれ

ぞれの特性を設定し，砂の非線形特性は土被り圧依存性を考慮した10)．最大せん断ひずみ

が 0.3%を超え，等価線形解析の精度に問題が生じていると考えられるデータも除外した．

KiK-net については，地表で S 波速度 300m/s 以上の地盤上に地震計が設置されている地点

のデータを用いた．観測記録の低周波数側はノイズの影響が大きくなるため，引き戻し波

に 0.1Hz のハイパスフィルタを施した．工学的基盤に引き戻した地震波形を用いて，地震

動エネルギー，最大加速度値，最大速度値を算定した．最大加速度値及び最大速度値は，

NS, EW, UD の各方向成分の 2 乗和の平方根の時刻歴の最大値として求めた．なお，最大

加速度値や最大速度値については，地盤の S 波速度の違いによる影響の補正は行っていな

い． 
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表 3-1 強震観測記録のリスト 

等価震源距
離100km以

下

すべて

1997 3 26 17 : 31 6.1 39 59 鹿児島県北西部地震

1997 5 13 14 : 38 6.0 40 56

1997 6 25 18 : 50 5.8 26 78

1998 5 3 11 : 9 5.5 17 18

1998 9 3 16 : 58 5.9 16 21

2000 10 6 13 : 30 6.6 50 167 鳥取県西部地震

2003 7 26 0 : 13 5.5 29 52

2003 7 26 7 : 13 6.1 29 88 宮城県北部地震

2004 10 23 17 : 56 6.6 38 147 新潟県中越地震

2004 10 23 18 : 34 6.3 35 132

2004 12 14 14 : 56 5.7 17 22

2005 3 20 10 : 53 6.6 35 114 福岡県西方沖地震

2006 4 21 2 : 50 5.6 27 30

2007 3 25 9 : 42 6.7 18 91 能登半島地震

2007 7 16 10 : 13 6.6 33 142 新潟県中越沖地震

2007 7 16 15 : 37 5.6 32 61

2008 6 14 8 : 43 6.9 41 127 岩手・宮城内陸地震

記録数

地震名発震日時 Mw

 

 

 

3.3.2. 回帰分析 

 本研究では，距離減衰式の基本形として次式を用いることとした． 

 dcXXbaME eqeqw  )(log)(log 1010  (3-1) 

ここに，E は，工学的基盤面上の地震動エネルギー，Mwはモーメントマグニチュード，a, 

b, c, d は係数である．Xeq は等価震源距離11)であり，次式で表される．  

  
 




n

i

n

i

iiieq MXMX
1 1

2

0

22
0

2
 (3-2) 

ここで，震源断層をn個の微小要素に分割するとして，M0iは断層内の微小要素iの地震モー

メント密度，Xiは微小要素から観測点までの距離である．ここでは，既往の研究3)と同じく，

断層面内での地震モーメント密度は一定と仮定した．等価震源距離は広がりをもつ断層を

エネルギーからみて等価な点に置き換えたときの距離である． 

既往の研究により，用いるデータのマグニチュードと距離に相関関係がある場合に一括

で重回帰分析を行うと不都合が生じることが知られているため，距離に関わる回帰とマグ

ニチュードに関わる回帰を分離する２段階回帰分析を行った12)． 
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具体的には，まず第1段階目の回帰式として，次式を用いた重回帰分析を行い，距離減衰

に関する回帰係数 b と，各地震ごとに求まる回帰係数 αi を求める． 

   eqeqiij cXXbE )(log)(log 1010   (3-3) 

添え字 i は地震の番号に対応しており，δij はクロネッカーのデルタである．次に，各地

震ごとに求めたαiとモーメントマグニチュードを用いて，第2段階の回帰計算を行う． 

 daMw   (3-4) 

 表 3-1に示す等価震源距離が100km以下の522個のデータを用いて回帰分析を行った結果，

a=1.593，b=-1.856，c=-0.00274，d=-3.99が得られた．回帰式と観測値をプロットした結果

を図 3-1に示す．図 3-2に岩手・宮城内陸地震及び鳥取県西部地震における観測値と回帰

式を比較して示す．地震動エネルギーには，最大加速度値や最大速度値と同じように，明

確な距離減衰特性があると言える．またモーメントマグニチュードが大きいほど大きな値

をもつ傾向にあり，これも最大加速度値や最大加速度値と同じ傾向である． 
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図 3-1 地震動エネルギーの距離減衰特性 
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(a)岩手・宮城内陸地震 
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(b)鳥取県西部地震 

 

図 3-2 距離減衰式と観測記録の比較 
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3.3.3. 地震動の継続時間 

地震動の継続時間の距離減衰特性について検討した．継続時間を記録全体とすると，地

震計のプレトリガやポストトリガの設定に依存する．そこで，地震動が観測されてからあ

る時間 t までの地震動エネルギー Et を次式のように定義し，伊山ら13)が平均エネルギー

入力率の算定に用いている時間幅を参考にして，Et が E の10%に達した時刻から E の

90%に達した時刻までの間を地震動の継続時間 D と定義した． 

    duVstE
t

t 
0

2

2

1
)(   (3-5) 

図 3-3に地震動継続時間をプロットして示す．等価震源距離の対数と地震動継続時間の

対数はほぼ線形の関係がみられる．これは，地震波が地盤内を伝播するにつれて，散乱や

重複反射等の影響で継続時間が長くなる現象を表している．地震動継続時間について得ら

れた回帰式を次式に示す． 

 489.0)(log631.0035.0)(log 1010  eqXMwD  (3-6) 

地震動継続時間とマグニチュードの大きさとの明確な関係はみられない．これは，等価

震源距離が短くて震源特性の影響が大きい記録が尐なく，逆に等価震源距離が長く伝播経

路特性の影響が大きい記録が多かったためと考えられる． 
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図 3-3  地震動継続時間 
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3.3.4. 他の指標の距離減衰特性との比較 

(1) 距離減衰特性のばらつき 

 距離減衰特性のばらつきについては，翠川ら14)により，震源特性の影響，伝播特性の影

響，地盤特性の影響等に分けて詳細な分析がなされている．それによると，既往の式の対

数標準偏差は，常用対数で 0.2～0.3 程度である．最大加速度値と最大速度値について式

(3-3)と同様の距離減衰特性を求め，等価震源距離が 100km 以下の観測記録に対して，対数

標準偏差で地震動エネルギーとばらつきを比較した．地震動エネルギーは速度波形の 2 乗

和に比例しているため，次元を合わせるために地震動エネルギーについては平方根のばら

つきを算定した．図 3-4に示すように，地震動エネルギーの平方根の対数標準偏差は 0.23

であり，最大加速度値の 0.28 より小さく，最大速度値の 0.24 とほぼ同等であった． 
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(a)地震動エネルギー 
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(b)最大加速度値 
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(c)最大速度値 

図 3-4  各指標のばらつきの比較 

対数標準偏差=0.23              

対数標準偏差=0.28              

対数標準偏差=0.24              
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(2) 地震の規模の違いによる比較 

 地震動エネルギーと最大加速度値，最大速度値について，ほぼ同じ位置で起きた2つの地

震を比較した例を2例示す．一つは，本震  (新潟県中越地震17:56：M0=9×10
18

Nm，

Mw=6.6) と余震 (18:34：M0=4×10
18

Nm，Mw=6.3) とを比較した例 (図 3-5)であり，もう

一つは，同じ震源域(宮城県北部)で発生した2つの地震の規模の大きい方(2003 7/26 07:13，

M0=2.3×10
18

Nm，Mw=6.1)と小さい方(2003 7/26 00:13，M0=1.7×10
17

Nm，Mw=5.5)について

比較した例(図 3-6)である．各指標はすべて工学的基盤での値である．ほぼ同じ位置で発

生し等価震源距離にほとんど差がない2つの地震に対しては，伝播経路特性とサイト増幅特

性はほぼ同じと考えられるので，地震の規模の大きい方が地震動は大きくなる傾向にある

と考えられる．図中の青線は1:1の線であり，緑線は観測記録の回帰式である． 

 まず，新潟県中越地震については，地震動エネルギーでは97%が本震の方が大きかった

が，余震の方が大きいケースが最大加速度値では30%程度，最大速度値では20%程度ある．

回帰式をみると，地震動エネルギーは1:1の線にほぼ平行である．ここで桃線として本震と

余震との地震モーメントの比 (4/9=0.444) を引いてみると，回帰式とほぼ重なった．一方，

最大加速度値の回帰式は1:1の線に近く，地震の規模の大きさの違いを反映しきれていない．

また，最大速度値の回帰式は1:1の線と傾きが異なり，速度値の大きさによって本震と余震

との比が変化するような特性を示しているため，やはり地震の規模の違いを反映しきれて

いないと考えられる． 

 次に，宮城県北部の地震についてみると，新潟中越地震の例に比べて規模の差が大きい

ため，地震動エネルギーだけでなく，最大加速度値や最大速度値も地震の規模の違いと整

合し，規模の大きい方が小さい方よりも値が大きい．しかし，ばらつきはやはり地震動エ

ネルギーよりも最大加速度値や最大速度値の方が大きい．また，桃線として地震モーメン

トの比(1.7/23=0.074)を引いてみると，新潟中越地震の例と同じく，回帰式と重なることが

わかる． 

 これより，地震動エネルギーの大きさは，地震モーメントの大きさと関係していること

がわかる． 

新潟県中越地震の本震と余震の最大加速度値の分布を図 3-7に示す．また，最大加速度

値の本震と余震との大小関係を図 3-8に示す．北東方向は本震の方が余震よりも大きいが，

单西方向は余震の方が大きい傾向がはっきりしている．本震と余震とでディレクティビテ

ィの方向が異なるため，最大加速度値だけで評価すると余震の方が大きい結果になってし

まう領域があると考えられる． 

以上より，地震動エネルギーの方が最大加速度値や最大速度値よりも地震の規模との整

合が高いと言える． 
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図 3-5  本震と余震の比較(新潟県中越地震) 
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図 3-6  宮城県北部の地震の比較 

(規模の大きい方：2003 7/26 07:13，規模の小さい方：2003 7/26 00:13) 
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        (a)本震(2004/10/23 17:56)           (b)余震(2004/10/23 18:34) 

図 3-7  新潟中越地震の本震と余震の最大加速度値の比較 
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図 3-8  新潟中越地震の本震と余震との最大加速度値の大小関係の分布 

 

本震 > 余震 

本震 < 余震 
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3.4. 地震動エネルギーの周波数分布 

3.4.1. ウェーブレット変換 

 地震動波形は非定常な時刻歴波形であるため，その特性を評価するためには，時間周波

数特性の解析が可能なウェーブレット変換が適していると考えられる15),16)．宮脇ら17)は，

地震観測記録にウェーブレット変換を適用し，地震波のディレクティビティ効果を時間軸

や振動数軸で調べている．また，一質点系の応答解析結果にウェーブレット変換を適用し，

エネルギー入力や弾塑性系の塑性吸収エネルギー等について分析を行った研究18),19)もみら

れる． 

 ウェーブレット変換は，以下の式により，変換と逆変換を行う． 

    



 dtttuT nmnm ,,  . (3-7) 

   
m

nm

n

nm tTtu )(,,   (3-8) 

 )2(2)( 2/

, ntt mm

nm     (3-9) 

ψ(t) は正規直交ウェーブレットである．  tu は入力の速度時刻歴波形，Tm,n はウェーブ

レット係数である．m はウェーブレットのスケールを表す係数で，レベル m という呼び

方をする．n はウェーブレットの位置を表す係数である．逆変換は，多重解像度解析によ

って以下のように表される． 

 
n

nmnmm tTtd )()( ,,   (3-10) 

 

   
m

m tdtu )(  (3-11) 

ここに，dm(t) は  tu のうちレベル m の成分である．各レベルの地震動エネルギーは，ウ

ェーブレットの正規直交性に基づいて以下のように表すことができる． 
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(3-12) 

ここに，Em はレベル m の地震動エネルギーである． 

本研究では，正規直交ウェーブレットとして図 3-9に示すMeyerのウェーブレットを用

いた20)．Meyerのウェーブレットは周波数領域で局在化しており，フーリエ変換と対応させ

た分析が可能であると考えられる16)．各レベルの周波数帯は表 3-2に示すとおりである．
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図 3-10にウェーブレット変換の例を示す．波形データに0.1Hzのハイパスフィルタを適用

しているため，中心周波数が0.1Hz 以下であるレベル1からレベル4までのレベルは検討の

対象範囲外とした．また，高周波数領域であるレベル11より高いレベルについては，地震

動エネルギー全体に占める割合が低いため示していない．  
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(b)フーリエ振幅 

図 3-9  Meyerウェーブレット 

 

表 3-2 各レベルの周波数帯域 

 レベル 周波数帯(Hz)

0          - 0.008

1 0.004 - 0.016

2 0.008 - 0.033

3 0.016 - 0.065

4 0.033 - 0.130

5 0.065 - 0.260

6 0.130 - 0.521

7 0.260 - 1.042

8 0.521 - 2.083

9 1.042 - 4.167

10 2.083 - 8.333

11 4.167 - 16.667

12 8.333 - 33.333

13 16.667 -        
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(b)各レベルへの分解結果 
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(c)地震動エネルギーの時刻歴 

図 3-10  ウェーブレット変換の例 
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3.4.2. 地震動エネルギーの周波数特性 

地震動エネルギーの周波数特性を，以下の指標に着目して検討した． 

・各レベルの地震動エネルギー (Em) の距離減衰特性 

・地震動エネルギーに対する各レベルの寄与率 (Em /E)  

 寄与率は，各地震記録において，地震動エネルギー全体 (E) に対する各レベルの地震動

エネルギー (Em) の割合を表している． 

図 3-11に，例として，観測記録のレベル5及びレベル10の成分の地震動エネルギーのプ

ロットとその距離減衰特性を示す．距離減衰式は3.3.2と同じ手法を用いて決定した．ま

た，図 3-12に各距離減衰式の係数を各レベルに対して求めた結果を示す．係数  c は

100km以下の等価震源距離では係数 a, b に比べて影響が小さいため，係数 a,  b に対し

て検討した． 

図 3-13に，例として，観測記録のレベル5及びレベル10の成分の地震動エネルギーに対

する寄与率とモーメントマグニチュード及び等価震源距離との関係を示す．表 3-1に示す

全地震記録に対して各レベルごとに求めた寄与率を平均した結果を図 3-14に示す． 

 地震動エネルギーの特性を，オメガ・スクエア・モデルと比較して検討した．オメガ・

スクエア・モデルは，震源における変位フーリエ振幅が低周波数側で一定値であり，コー

ナー周波数より高い周波数 f では f 
-2

 に比例して減尐する．また，規模の大きい地震と規

模の小さい地震の変位フーリエ振幅の比は低い周波数で大きく，高い周波数では小さい．

地震動エネルギーは速度波形のパワースペクトルに比例するため，図 3-15に示すように

速度でみたモデルと比較する． 

図 3-12における係数 a はモーメントマグニチュードに関する係数，係数 b は等価震

源距離に関する係数である． 

係数 a は，低いレベルで大きく，高いレベルで小さくなっている．これは，図 3-11で，

レベル5においてはモーメントマグニチュードごとにプロットした各距離減衰式が離れてい

るがレベル10では近いことに対応しており，オメガ・スクエア・モデルにおける大きい規

模の地震と小さい規模の地震との違いに対応していると考えられる．Mw の定義から，Mw 

の差が2に対して地震モーメント M0 の比は10
.3
=1000倍であり，オメガ・スクエア・モデ

ルに従うと長周期側の振幅は1000倍，短周期側は10倍となる．パワーでみると，Mw の差

が1に対して長周期側は1000倍，短周期側は10倍である．したがって，理論的には，a は低

いレベルで3.0になり高いレベルで1.0になると考えられる．観測記録では，低周波数側のレ

ベル5で2.0程度と理論値と比べてやや小さめである．これは，低周波数側は表面波の影響

が含まれるためと考えられる．表面波マグニチュード Ms の定義式より，Ms の差が1に対

して表面波の振幅は10倍であり，エネルギーでは100倍である．新潟県中越沖地震や鳥取県

西部地震において，周期数秒程度の卓越周期をもつレーリー波やラブ波等の表面波が励起

され伝播する様子が，K-NETやKiK-netの地震観測網でとらえられている21), 22)．高周波数側

のレベル10で a は1.4程度であり理論値よりも若干大きい．これは，地震動の高周波数成

分に関係する応力降下量の影響や，数Hz程度の周波数成分をもつLg波等の直達S波以外の

地震波の影響等が考えられる． 
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係数 b はレベル5やレベル6の低いレベルでは-0.5～-1.0と絶対値が小さく，レベル8～レ

ベル10では-2～-2.5と絶対値が大きい．これは，図 3-11で，レベル5では傾きが小さいが，

レベル10では傾きが大きいことに対応している．この特性は，高周波数側では距離に対す

る内部減衰が大きく，低周波数側では小さいという地震波の伝播経路特性と対応している

と考えられる． 

図 3-13については，いずれも等価震源距離との明確な関係はみられないが，レベル5の

方が寄与が大きいことがわかる．また，図 3-14からはレベル6 (0.13Hz～0.52Hz) やレベル

7 (0.26Hz～1.04Hz) の寄与が大きいことがわかる． 

 オメガ・スクエア・モデルにしたがうと，エネルギーの周波数分布はコーナー周波数よ

りも低周波数側で周波数の 2 乗に比例して大きくなり，コーナー周波数でピークとなり，

コーナー周波数よりも高周波数側では周波数の-2 乗に比例して小さくなる．図 3-14に示

す対数上の傾きは，各レベルの寄与率の比の対数をレベル間の中心周波数の比の対数で割

った値である(例えば，L5 の寄与率=0.179，L6 の寄与率=0.216 なので，対数上の傾き

=log(0.216/0.179) / log(2.0)=0.27)．図 3-14から，レベル 10 より大きい高周波数側では，レ

ベル 10～レベル 11 が-1.65，レベル 11～レベル 12 が-2.53 と傾きがほぼ-2 であり，図 

3-15に示すオメガ・スクエア・モデルの高周波数側の傾きと整合している．低周波数側で

は傾きは小さく，ピークも滑らかであるが，これはさまざま規模の地震が含まれており，

コーナー周波数が一定していないためと考えられる． 
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(b)レベル10 

図 3-11 レベル 5とレベル 10の地震動エネルギーの距離減衰特性 
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(b)等価震源距離Xeqに関する係数b 

図 3-12  距離減衰式の係数とウェーブレットレベルとの関係 
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(b)レベル10 

図 3-13 レベル 5とレベル 10の地震動エネルギー寄与率 
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図 3-14  各レベルの地震動エネルギーへの寄与率 
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図 3-15 オメガ・スクエア・モデル 

 

レベル 対数上の傾き
L5-L6 0.27
L6-L7 -0.06
L7-L8 -0.25
L8-L9 -0.56
L9-L10 -0.88
L10-L11 -1.65
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低周波数側：差が大 

高周波数側：差が小 

周波数 
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3.5. 結論 

 地震動は，地盤内の伝播に伴って減衰が生じる．幾何減衰によって波動場全体としての

エネルギーの変化は生じないが卖位要素を通過する量として考えた場合には距離減衰が生

じ，粘性減衰等によって地震動のエネルギーは他のエネルギーに転化され減尐する．さら

に地盤の不均質性によって観測点ごとにばらつきが生じることが考えられる．国内におけ

る 17 の地震について，K-NET 及び KiK-net の 522 の観測記録を用いて地震動エネルギー

の距離減衰特性を調べ，モーメントマグニチュードと等価震源距離を説明変数として距離

減衰式を作成した結果，地震動エネルギーの距離減衰特性のばらつきは，最大加速度値よ

りも小さく，最大速度値とはほぼ同程度であるが，地震の規模に起因するばらつきは，最

大加速度値や最大速度値よりも小さいことがわかった．さらに，地震動エネルギーの周波

数特性をウェーブレット変換に基づいて調べたところ，地震動エネルギーはオメガ・スク

エア・モデルと整合していることが示された．これらの結果から，地震動エネルギーは，

最大加速度値等よりも地震の規模や距離に応じて安定的に地震動の強さを評価できる指標

であると結論づけられた． 
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4. 地震動エネルギーの保存則 

4.1. はじめに 

 地震動エネルギーを地震動の強さの指標として用いるためには，エネルギー保存則につ

いて検討することが重要である．一般にエネルギーには保存則が成り立つことが知られて

いる．本研究で定義した地震動エネルギーにもエネルギー保存則が成立すれば，地震動の

強さを合理的に評価することができると期待される．ここでは，地盤内における地震動エ

ネルギーの基本的な保存則について，減衰の無い水平成層地盤を対象に，1 次元の SH 波

の弾性伝播問題として検討した． 
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4.2. 地震動エネルギーに関する検討 

 式(2-3)に示したように，反射波を生じない場合に震源を取り囲む凸な面を通過する地震

動のエネルギーは保存される．しかしながら，自由表面が存在する成層地盤を考えると，

反射波や透過波が生じる．図 4-1に示すように，基盤から入射するエネルギーは，その全

てが透過せずに，透過波のエネルギーと反射波のエネルギーとに分離される．基盤から最

終的に放射されるエネルギーの総和は基盤から入射するエネルギーと等しいことが保証さ

れるが，その層内の波や自由表面の波は，透過波と反射波の重ね合わせとなるため，層内

で観測されるエネルギー密度が入射するエネルギーと等しいかは自明ではない．そのため，

エネルギーの保存についての証明を避ける形で，工学的に実用化されてきた．例えば，国

生・本山1)は，エネルギーが次式で定義されるとき，層内の上昇波のエネルギーは下降波

のエネルギーと極めて異なっていることを示している． 

 


0

2dtuVs
  (4-1) 

ここで，Vs はせん断波速度である．彼らは上式で定義されるエネルギーの保存について検

討せずに，その理由も地盤の非線形性に因るものとしている． 

  

 

図 4-1 成層地盤へ入射した地震動(エネルギー：Einput=Eradiation)の重複反射 

 

Einput Eradiation 
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4.2.1. 半無限水平 2 層地盤 

図 4-2に示すように，半無限の媒質0と媒質1が面で接しており，媒質0からSH波が境界

面に対して垂直に入射する場合，密度をρ，S波速度をVsとして，境界面における媒質0か

ら媒質1への透過係数 T01 及び媒質0から媒質0への反射係数 R00 は以下で表される． 

 
1100

00
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ss

s

VV
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  (4-2) 

 

1100
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ss

ss

VV

VV
R








  (4-3) 

ここに，ρ，Vsの下添字は媒質を表す．入射波の速度振幅を
0u として，入射波の地震動エ

ネルギー E0 を，次式で定義する． 

 dtuVE s 





2

0000
2

1
  (4-4) 

また，媒質0への反射波の地震動エネルギーERと媒質1への透過波の地震動エネルギーET

は，それぞれ次式で表す． 

 dtuRVE sR 



 2

00000 )(
2

1
  (4-5) 

 




 dtuTVE sT

2

00111 )(
2

1
  (4-6) 

 式(4-4)，式(4-5)，式(4-6)より，E0 = ER + ET を導くことができるため，地盤の境界面にお

いて地震動エネルギーは，透過するエネルギーと反射するエネルギーの和として保存され

ることがわかる． 

 

 

図 4-2  半無限水平 2層地盤 
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4.2.2. 自由表面を有する水平 2層地盤 

(1)時間領域での検討 

図 4-3に示すように，半無限媒質の基盤と表層からなる2層地盤が平面で接しており，

基盤からSH波が境界面に対して垂直に入射することとする．入射波は次式で表される． 

 )( 000 s

U
VztAu   (4-7) 

ここに， U
u0
 ，t，Z0，Vs0はそれぞれ，基盤内の上昇波の速度振幅，時間，基盤上端を原点

とした場合の基盤内の深さ，基盤のS波速度であり，Aは U
u0
 がtとZ0の関数であることを

表している．基盤から入力した波は表層内で重複反射を生じる．透過係数 T01 は式(4-2)で

表され，反射係数R11 は次式で表される． 
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  (4-8) 

このとき表層内の上昇波 U
u1
 は以下のように表される． 
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(4-9) 

ここに，Z1，H，Vs1はそれぞれ，表層上端を原点とした場合の表層内の深さ，表層の厚さ，

表層のS波速度である．同様に下降波 D
u1
 は次式のように表すことができる． 

 )))12((()( 11
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11011 s
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  (4-10) 

また，基盤内の下降波 D
u0
 は次式のように表すことができる． 
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 (4-11) 

基盤の上昇波のエネルギーは， 
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  (4-12) 

ここに，R( t ) は A( t ) の自己相関関数である．表層の上昇波のエネルギーは以下のよう

になる． 
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同様に，表層の下降波のエネルギーは， 
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  (4-14) 

ここで，入射波がホワイトノイズの場合，R( 0 )=1, R( t≠0 )=0であるから，以下のように変

形できる． 
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途中，以下の無限級数解を用いた． 
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さらに，基盤内の下降波のエネルギーは，以下のようになる． 
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 以上より，入射波の自己相関関数が t=0に局在する場合には，基盤内及び表層内の上昇

波，下降波のエネルギーはすべて一致する．言い換えると，自己相関関数が t=0に局在し

ない場合は，エネルギーが一致しない，すなわちエネルギー保存則が一般的には成り立た

ないことを示している． 

 

 

図 4-3  自由表面を有する水平 2層地盤 
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(2)周波数領域での検討 

 周波数領域で表現した各層内の変位は，以下の周波数領域の波動方程式を満足する． 
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, (4-19) 

ここに，ωは角振動数，u1 と u0 はそれぞれ表層と基盤層の変位である．波動方程式の一般

解は，次式のように上昇波と下降波の和で表される． 

   1111

1111 , ss VziVzi
eBeAzu

 
  (4-20) 

   0000

0000 , ss VziVzi
eBeAzu

 
 , (4-21) 

ここに，i は虚数卖位を表す．A1 と A0 は上昇波の振幅であり，B1と B0は下降波の振幅であ

る．振幅を拘束するため，境界面において以下の境界条件が導入される． 
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その結果，基盤における振幅は表層の振幅と以下のマトリクスで関連づけられる． 
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, (4-23) 

ここで， 00110,1 ss VVR  はインピーダンス比である．自由表面では表面力が 0 のため，

変位の空間微分が 0 である．その結果，別の境界条件
11 BA  が導かれる．したがって，

比 A1/A0は次式で表される． 

    10,110
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sincos

1

ss VhiRVhA

A

 
 . (4-24) 

A1/A0 という量は，2 層媒質の伝達関数 H(ω)の半分である．ここで，A1/A0 の絶対値の 2 乗

として実数関数 P1を定義する． 
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 . (4-25) 

P1 は  
1

cos sVh の一価関数であり，図 4-4に示すように  nVh s 1 の周期関数である．

さらに，   ,01sVh で定義される P1 は 21  sVh について対称である．したがって，

1P で定義される   , における P1 の平均は，  2,01  sVh における P1 の平均

と等しい． 
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ここで，
1

~  h と変数変換した．上式の積分は解析的に求めることができる． 
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  (4-27) 

したがって，周波数領域における P1 の平均は，インピーダンス比 R1,0 の逆数に等しい． 
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  (4-28) 

1P は，基盤への入力波が 10 A を満たすとき，表層における上昇波の平均パワー，あ

るいは自由表面における観測波の振幅の半分の平均パワーを表している．同様に，

10 A のとき， 0P で定義される基盤における入力波の平均パワーは 1 に等しい．すな

わち，以下の式が導かれる． 

 000111 PVPV ss   . (4-29) 

式(4-29)は興味深い物理的特徴を示している．式(4-29)の左辺と右辺はともに上昇波の振幅

の平均パワーに各層のインピーダンスを掛けたものである．これは， PVs という量が

各層で保存されることを示している．さらに，次式に示すように，その量は伝達関数

H(ω)から直接求めることができる． 
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ところで， 1P がウィーナー・ヒンチンの関係を用いて 
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で表すことができるとする．ここに，h(t)は時間領域の伝達関数である．ただし，一般にデ

ルタ関数の 2 乗に関する収束性の議論は容易でないため，ここでは形式的に表すものとす

る．このとき， 111 PVs は 
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2

11111
2

1
lim

t

t
s

t
s dtthVPV  . (4-32) 

となり，前項のエネルギーの定義と類似する． 

 以上より，これまでの検討結果をまとめると，自由表面を有する水平 2 層地盤において，
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PVs という物理量は保存されている．また，基盤入射波の周波数特性が卖位振幅の一

定値であホワイトノイズという条件においては，地震動エネルギーは保存されていること

がわかった． 

 

 

図 4-4 周期関数 P 

 

sVh  
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4.3. 新たな保存量に関する検討 

4.3.1. 自由表面を有する水平多層地盤 

 本節では，前節で導かれた物理量 PVs が，水平多層地盤において，各層で保存され

るかどうかを調べる．図 4-5に示すように，基盤の上に n 層(1－n)からなる n+1 層のモデ

ルを考える．k 層目のせん断波速度を Vsk，密度を ρk，層厚を hkとする．2 層モデルと同様

に，SH 波が鉛直に媒質中を伝播する場合を考える． 

 k 層における波動方程式の解は次式のように表すことができて， 

   skkskk Vzi

k

Vzi

kkk eBeAzu
 

, . (4-33) 

k 層目と k+1 層目の間の境界面における境界条件は次式のように導かれる． 
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, (4-34) 

ここに， 111,   skkskkkk VVR  は k 層目と k+1 層目の間のインピーダンス比である．以

下，式(4-34)の行列式の成分を
k

ijT と表記する．1 層目と k 層目の間の振幅の関係は式(4-34)

を再帰的に適用して，以下のように導き出される． 
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 (4-35) 

自由表面における表面力 0 の条件から，A1は B1 と等しい．よって， 
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ここに， 
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Ckと Dkは，以下のような再帰的な関係がある． 
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 (4-38) 

C0 と D0 が C0=D0=1 と仮定されるとき，上の再帰的な式は 1k において一般的に適用可能

である．k=1 においては，C1と D1は明らかに次式のように書ける． 

 
1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

C p q

D q p

 

 








 

 
 (4-39) 



 

 - 49 - 

ここに，pk と qk は    1,1, 1
2

1
,1

2

1
  kkkkkk RqRp で定義される実数であり，αk は

skk Vhi

k e
  で定義される複素数である．

*

k はαkの複素共役である．よって，D1は C1 の

複素共役である． 

 もし Dkが Ck と複素共役であるとすると，Ck+1と Dk+1 は次式のように表される． 

 
1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1

( )
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k k k k k k k k k k k k k

k k k k k k k k k k k k k

C p C q D p C q C

D q C p D q C p C

   

   

 
         


 
         

   

   
 (4-40) 

よって，Dk+1は Ck+1 の複素共役となり，Cnと Dnは以下の関係式を満たすことがわかる． 

 n nC D   (4-41) 

2 層地盤のときと同様に，パワーP1(ω)を次式のように A1/A0 の絶対値の 2 乗として定義す

る． 

 2

2

0

1
1

1
)(

nCA

A
P   (4-42) 

式(4-42)の最後の部分の分母は以下のように書くことができる． 
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(4-43) 

ここで，αn は
snn Vhi

n e
  で定義される複素数である．Re と Im はそれぞれ引数部の実数

部と虚数部を表す．したがって，P1 の平均である 1P は，次式のように書ける． 
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 (4-44) 

2 層モデル(n=1)においては，C0=1 とみなすことができるため， 1P の表現は式(4-26)と等

しい．式(4-44)は，3 層以上のケース( 2n )については解析的な積分を施すことができな

いため，別の方法で値を評価する必要がある．もし積分値が 0,11 R となれば， 111 PVs と

000 PVs は等しくなる．同じようにして，k 層目( 2k )における上昇波の平均パワーは

次式のように表される． 

 

     

     







 






2

2 2

1

2

0,

2

1

2

11

2

,1

2

21

2

0

1
ImRe

ImRe1
lim

nnnnn

kkkkkkk

CRC

CRC

A

A
P




 (4-45) 



 

 - 50 - 

もし積分値が 1,1 kkR であれば， PVs は各層で保存されていることになる．したがって，

モンテカルロシミュレーションを行ってその物理量の特徴を調べた． 

 

 

 

図 4-5 水平多層モデル 

 

ρ0Vs0 

ρnVsn 

ρ2Vs2 

ρ1Vs1 
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4.3.2. 数値解析による検討 

 まず，2 層モデルに対してモンテカルロシミュレーションを実施することにより，

PVs が保存されているかを数値的に検証した．一様乱数によって，せん断波速度 10m/s

～700m/s，密度 1000kg/m
3～2000kg/m

3 の間でランダムに，表層と基盤に与え，地盤モデル

を 500 セット作成した．表層のパラメータが基盤よりも小さくなるような拘束はしていな

い．また，表層の厚さについても 1m から 50m の間で一様乱数で生成した．図 4-6にイン

ピーダンス比 R1,0と層の厚さ h のパラメータ分布を示す． 

 各モデルにおいて，パワーP1(ω)を式(4-26)によって算定した．図 4-7に 1/R1,0 で正規化

した P1 の 3 つのサンプルを示す．前節で P1(ω)の平均は 1/R1,0 になることが示されている

ので，R1,0P1(ω)の平均は 1 になるはずである．振幅や周期性は 3 つのサンプルで異なるの

に対して，R1,0P1(ω)の計算値はどのサンプルも 1 の周辺に分布する． 

 PVs の保存について検証するため， 111 PVs と 000 PVs と比較した．<P>を求める

ための積分は，1.0s
-1 から 2.5×10

5
s

-1 の間で 1.0s
-1 間隔の数値積分で近似する．図 4-8に

PVs の比較を， 000111 PVPV ss   の直線と合わせてプロットする．黒点で示されて

いるシミュレーション結果は，正確に線上にある．したがって，シミュレーション結果か

らも，2 層モデルにおいて PVs が保存されることが確認された． 

 同様にして，3 層及び 4 層モデル対してモンテカルロシミュレーションを行った．一様

乱数によって，せん断波速度 10～700m/s，密度 1000～2000kg/m
3 の間でランダムに，基盤

を含む各層に与え，地盤モデルを 500 セット作成した．全体の層の厚さについても 1 から

50m の間で一様乱数で生成し，所定の層数に分割した．図 4-9及び図 4-12に基盤と表層

の間のインピーダンス比と全体の層厚のパラメータ分布を示す． 

 図 4-10と図 4-13に 3 層モデル及び 4 層モデルにおいて算出され，1/R1,0で正規化された

P1(ω)の 3 つのサンプルをそれぞれ示す．両モデルともにいくつかの周期性が重なり合う

ため，P1(ω)の周期性を容易に見積もることができない．前節では P1 の平均は解析的に求

めることができないと述べたが，R1,0P1(ω)は 1 の周りに分布している．そして，各層の間

における PVs を図 4-11及び図 4-14に示す．<P>を求めるための積分は 2 層モデルと

同様に，1.0s
-1 から 2.5×10

5
s

-1 の間で 1.0s
-1 間隔の数値積分で近似した．3 層モデルや 4 層

モデルでも 2 層モデルの場合と同様に，基盤を含む各層の PVs はほぼ等しいことがわ

かる． 

 さらに， 10 層モデルについてもシミュレーションを実施した．一様乱数によって，せ

ん断波速度 10～700m/s，密度 1000～2000kg/m
3 の間でランダムに，基盤を含む各層に与え，

地盤モデルを 500 セット作成した．全体の層の厚さについても 1 から 50m の間で一様乱数

で生成し，所定の層数に分割した．図 4-15に基盤と表層の間のインピーダンス比と全体

の層厚のパラメータ分布を示す． 

 表層と基盤との PVs の比較を図 4-16に示す．積分は 0.2s
-1 から 1.0×10

7
s

-1 の間で

0.2s
-1 間隔の数値積分で近似した．他のケースと同様に，表層と基盤の PVs はほぼ等し

い． PVs の深度分布(基盤における値で正規化されている)を図 4-17に示す． PVs は
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各深度でほぼ一定であることがわかる． 

 

図 4-6 2層モデルのインピーダンス比と層厚の分布 

 

 

図 4-7 2層モデルにおいて 1/R1,0で正規化した関数 P1の例 

 

 

図 4-8 2層モデルにおける基盤と表層との PVs の比較結果 
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図 4-9 3層モデルのインピーダンス比と層厚の分布 

 

 

図 4-10 3層モデルにおいて 1/R1,0で正規化した関数 P1の例 

 

 

図 4-11 3層モデルにおける基盤と各層との PVs の比較結果 

(左：1層目(表層)と基盤，右：2層目と基盤) 
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図 4-12 4層モデルのインピーダンス比と層厚の分布 

 

 

図 4-13 4層モデルにおいて 1/R1,0で正規化した関数 P1の例 

 

 

 

図 4-14 4層モデルにおける基盤と各層との PVs の比較結果 

(左：1層目(表層)と基盤，中央：2層目と基盤，右：3層目と基盤) 
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図 4-15 10層モデルのインピーダンス比と層厚の分布 

 

図 4-16 10 層モデルにおける基盤と 1層目(表層)との PVs の比較結果 

 

 

図 4-17 PVs の深さ分布(基盤の値で正規化)
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4.4. 結論 

 水平成層地盤に対する地震動エネルギーの保存について検討した．水平 2 層地盤におい

て SH 波が鉛直入射する条件では，入力がデルタ関数やホワイトノイズであれば，地震動

エネルギーは保存されることが，理論的に証明された．このことは，各層の波動インピー

ダンスとインパルス入力に対する上昇波のパワーの周波数軸上の平均とを掛け合わせた量，

PVs が保存されていることと同義である． 

 そこで，水平多層地盤内を鉛直に伝播する 2 次元 SH 波において，物理量 PVs の保存

について議論した．一般的な水平多層地盤に対しては解析的に解を求めることができなか

ったため，モンテカルロシミュレーションによって数値解析的に検討した．その結果，

PVs の保存は，数学的には証明されていないものの，工学的な観点では十分成立して

いると考えてよいことがわかった． 

 水平多層地盤の各層において PVs が保存されているということは， PVs はデルタ

関数やホワイトノイズが入射したときの上昇波の地震動エネルギーに相当することから，

水平多層地盤の各層においてデルタ関数やホワイトノイズが入射した場合には上昇波の地

震動エネルギーは保存されていることと同義である． 

 また，新たな物理量 PVs を算定するために詳細な地盤構造を必要としないのは特筆

すべきである．着目する地盤深度の波動インピーダンスと，それらの間の伝達関数のみで

十分である．今後，地震工学において適用性が広がっていくものと期待される． 
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5. 地震動エネルギーの地震工学における実務への活用 

5.1. はじめに 

 水道施設耐震工法指針・解説(2009 年)，港湾の施設の技術上の基準・同解説(2007 年)，

大規模地震に対するダム耐震性能照査指針(案)・同解説(2005 年)等，近年改訂された各種

構造物の技術基準類では，現在の地震学の最新の知見を取り入れて耐震設計用のレベル 2

地震動を評価する内容となっている．地表付近で観測される地震動は，震源特性，伝播経

路特性，サイト特性に分離できることが知られており，これら基準では，設計対象地点に

おけるレベル 2 地震動を設定するにあたって，レベル 2 地震動を起こしうる震源断層を特

定し，その震源断層が活動した際に設計対象地点に生じる地震動を，震源特性，伝播経路

特性，サイト特性を合理的に評価し，それらを考慮できる算定手法を用いて予測すること

が求められている．これらの基準によってこれまでいくつかの設計用地震動が算定されて

きた1),2)．これらの算定手法は，過去に起きた大地震について観測波形を再現できることが

示されているが，将来起こりうる地震動を予測する場合にはいくつかの問題点がある． 

(1)破壊の大きいアスペリティ位置や破壊開始点等，地震動予測に大きな影響を与えるパラ

メータに関して，現在の地震学の知見をもってしても，将来起こりうる地震については予

測することが困難なため，それらの不確定性を原因とするばらつきが生じる． 

(2)地震動の算定手法の考え方は，差分法や統計的(経験的)グリーン関数法等，ある程度の

グループに分けることができるが，パラメータの設定法や具体的な地震動の算定方法が多

くあり，用いる手法によって算定結果は異なる． 

 これらの問題点に対しては，なんらかの指標によって，これまで蓄積されてきた強震観

測記録を分析した値と，予測された地震動の値とを比較して判断することになる．指標と

して一般的に考えられるのは，地震動の最大加速度値，最大速度値，計測震度，応答スペ

クトル，フーリエ振幅スペクトル，SI 値等の地震動の強さを表す量や，継続時間，エンベ

ロープ，群遅延時間等の地震動の位相を表す量である．このうちで，過去の強震観測記録

に対して最も多く分析・研究されているのが，最大加速度値や最大速度値である．しかし，

これらの物理量はピーク値であって波形全体を評価しているとは言えないため，予測結果

の妥当性評価は十分とは言えない．そのため，道路橋示方書等に記載のある設計用応答ス

ペクトルと予測波形の応答スペクトルとを比較し，サイト増幅特性や震源特性等を考え合

わせて予測結果の妥当性を評価することがある． 

 また，地域防災計画策定のための地震被害想定に用いる広域的な地震動予測においても，

震源特性，伝播経路特性，サイト特性を評価した手法が用いられている3)．被害推定にお

いては，多数の構造物を取り扱うことになり，一つ一つの構造物について詳細な動的応答

解析を行うことは現実的ではないため，被害推定には簡便な手法を用いられることが多い．

例えば，住宅の被害については，被害率と計測震度との関係4)や被害率と最大地表速度と

の関係5)等について研究がなされており，地震動の強さを表す指標と被害の程度との関係

式を用いた被害想定が行われている．簡便な手法を用いて被害推定を行うためには，構造

物の被害と相関が高い地震動強さ指標を用いることが望ましい． 

 そこで本章では，地震動予測結果の妥当性評価と構造物の被害想定という 2 つの実務上
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の問題に対して，地震動のエネルギー指標の適用性について検討した． 
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5.2. 地震動予測結果の妥当性評価への活用 

5.2.1. 既往の研究における地震動予測結果の妥当性評価 

 過去の大地震を再現するシミュレーションでは，観測記録と比較することにより，予測

地震動及び予測に用いた断層モデルや強震動予測手法の妥当性を評価することができる．

釜江ら6)は，波形の形状，応答スペクトル，最大加速度値及び最大速度値を観測記録と比

較し，地震動シミュレーション結果の妥当性を評価している．野津・菅野7)は，地震動予

測波形と観測波形との重ね描き，フーリエ振幅スペクトルや応答スペクトルの比較を行っ

ている．平井ら8)は，予測波形と観測波形の重ね描いた上で，相関係数を算出し，兵庫県

单部地震の震源モデルの改良の検討を行っている．また，応答スペクトルの比較の他に，

最大加速度値や最大速度値の距離減衰式との比較から妥当性を評価している．このように，

過去の地震のシミュレーションであれば，観測波形をリファレンスとして予測結果の妥当

性を評価することが可能である． 

 地震調査研究推進本部9)では，強震動予測結果の検証として，最大加速度値及び最大速

度値を距離減衰式から求めた値と比較している．藤川ら10)は，名古屋市を対象に，東海地

震を想定した地震動予測を行っているが，強震動予測結果の検証には最大加速度及び最大

速度の距離減衰式との比較を行うとともに，過去の地震の推定震度分布や液状化履歴の記

録等との整合性を確認している．このように，今後発生が予想される地震に対して地震動

予測を行う場合には，主に距離減衰式を用いた妥当性の評価が行われている． 
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5.2.2. 想定断層モデルに対する地震動予測結果についての検討 

 地震動予測結果を評価する指標について検討するため，想定断層に対してその周辺の地

点における地震動予測を行った．図 5-1に断層モデルとその周辺の地震動予測地点を示す．

また，表 5-1に断層パラメータを示す．断層は長さ 20km，幅 18km で，松田式11)によると

マグニチュードは 7.0 である．表中，地震モーメントと面積の関係，断層面積とアスペリ

ティの面積の関係，地震モーメントとライズタイムの関係は，Somerville et. al
12)により設定

した．地震モーメントからモーメントマグニチュードは Hanks & Kanamori
13)により求めた．

アスペリティの応力降下量は，Boatwright
14)により求めた．断層の平均すべり量とアスペリ

ティの平均すべりり量との関係は，石井他15)を用いた．平均破壊伝播速度は，Geller
16)によ

る地震発生層のＳ波速度との経験式を用いた．図 5-2に断層面におけるアスペリティと破

壊開始点の位置を示す．波形予測手法は，統計的グリーン関数法とし，本節では地震基盤

上(Vs=3400m/s，ρ=2700kg/m
3
)での予測波形について検討した．また，上下動については，

古和田ら17)により上下動のための地震動予測法について研究されているが，本研究では水

平動と同じように作成した．表 5-2に要素地震の規模及び重ね合わせ数を算出した結果を

示す．地震動予測地点は，想定断層を中心として，東西方向に 1°，单北方向に 1.5°の領

域とし，0.05°ピッチごとに区切って東西方向に 21 分割，单北方向に 31 分割してグリッ

ドを作成し，その格子点(21×31=651 地点)で地震動予測を行った． 

 図 5-3に代表地点の位置を示し，図 5-4にその地点における予測波形を示す．北側はデ

ィレクティビティの影響で継続時間が短く最大加速度値も大きい．逆に单側は継続時間が

長く最大加速度値は小さくなっている．中央部は震源断層に近いため，大きな地震動が予

測されている．各地点における予測波形に対して，地震動エネルギー，最大加速度値，最

大速度値を算定した．最大加速度値及び最大速度値は，NS, EW, UD の各方向成分の 2 乗

和の平方根の時刻歴の最大値として求めた．図 5-5に地震動予測結果の各指標の平面分布

を示す．アスペリティと破壊開始点の位置との関係から，北側にディレクティビティが生

じて大きな地震動になることが予想され，地震動エネルギーと最大速度値には，そのよう

な傾向が見られる．しかし，最大加速度値は非常に出入りの多い分布形となっており，デ

ィレクティビティの効果も明確ではない．これは，要素地震波形が，低周波数側はコヒー

レントに足し合わさるのに対して，高周波数側はランダム性をもって足し合わされるため

に，高周波数側の振幅の影響を大きく受ける最大加速度値はランダム性によるばらつきの

影響を受けてしまったものと考えられる．図 5-6に距離減衰特性を示す．横軸は等価震源

距離とした．地震動エネルギーについては，3 章で求めた距離減衰式を一緒にプロットし

ている．地震動エネルギーの距離減衰式は Vs=300m/s 以上の工学的基盤において作成され

ているが，Vs>3000m/s の地震基盤における地震動エネルギーともよく一致していると言え

る．また各指標は距離減衰特性にある程度のばらつきを持っていることがわかるが，これ

は，ディレクティビティの効果が大きい場所は地震動が大きくなっているためである． 
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図 5-1 想定断層と地震動予測を行った地点 

 

表 5-1 想定断層の断層パラメータ 

項目 記号 単位 値 備考
基準点位置　北緯 ° 35.1 想定

基準点位置　東経 ° 136.510 想定

走向 θ ° 0 想定

傾斜 δ ° 90 想定

変位の方向 λ ° 90 想定

長さ L km 20 想定

上端深さ km 2 想定

幅 W km 18 下端深さ=20kmと傾斜から算定

面積 S km^2 360 S=L×W

等価半径 R km 10.7
地震モーメント Mo dyn・cm 6.49E+25 S=2.23×10^-15×Mo^(2/3)

マグニチュード M 7.0 (log(L)+2.9)/0.6

モーメントマグニチュード Mw 6.47 Mw=(logMo-9.1)/1.5

S波速度 Vs km/s 3.40 想定

密度 ρ g/cm3 2.70 想定

剛性率 μ dyn/cm2 3.12E+11 μ =ρ ×Vs^2

平均滑り量 D m 0.6 Mo=μ ×D×S

アスペリティの面積 Sa km^2 79.20 Sa=0.22×S

アスペリティの幅 wa km 8.0
アスペリティの長さ la km 10.0
モデル上のアスペリティの面積 Sa km^2 80.0
等価半径 r km 5.0
アスペリティの応力降下量 Δ σ a bar 104 Δ σ a=(7/16)×M0/(r^2×R)

アスペリティの平均すべり量 Da m 1.2 Da=2×Ｄ

アスペリティの地震モーメント Moa dyn・cm 2.88E+25 M0a=μ ×Da×Sa

背景領域の地震モーメント Mob dyn・cm 3.60E+25 M0b=M0-M0a

背景領域の平均すべり量 Db m 0.41 Db=M0b/(μ ×Sb)

背景領域の応力降下量 Δ σ b bar 17 Δ σ b=(Db/W)/(Da/Wa)×Δ σ a

平均応力降下量 Δ σ bar 23 Δ σ =(7/16)×M0/R^3

ライズタイム tr s 0.82 tr=2.03×10^-9×Mo^(1/3)

破壊伝播速度 Vr km/s 2.45 Vr=0.72×Vs

fmax Hz 6.0  

1°(0.05°ピッチに 20 分割) 

1.5°(0.05°ピッチ 

に 30 分割) 

アスペリティ 

10km×8km 

計算領域 

基準点位置 

計算点数=31×21=651 点 
傾斜角 90° 

破壊開始点 
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図 5-2 アスペリティの分布と破壊開始点の位置 

 

 

表 5-2 要素地震の規模と重ね合わせ数 
断層モデルの地震

モーメントM0

断層モデルのスト
レスドロップΔ σ

要素地震の地震

モーメントM0e

要素地震のストレ
スドロップΔ σ e

重ねあわせ

数N3
断層面上の重
ねあわせ数

ライズタイムの
重ねあわせ数

6.49E+25 23 8.01E+22 23 810 90 9  
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図 5-3 代表地点の位置 

 

 波形予測結果の例                                           
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図 5-4 代表地点の予測波形 

 

北側の代表点 

想定断層 中央の代表点 

单側の代表点 

アスペリティ 

10km×8km 

傾斜角 90° 

破壊開始点 
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図 5-5 地震動予測結果の各指標の平面分布 
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図 5-6 地震動予測結果の距離減衰特性
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5.2.3. 位相特性のばらつきの地震動予測結果への影響 

 統計的グリーン関数法を用いて地震動予測を行う場合，要素地震波形は統計的な手法18)

で作成される．統計的というのは，振幅スペクトルはオメガ・スクエア・モデルから算定

することができるが，位相特性はエンベロープ等を用いてモデル化するので，乱数による

ランダム性が含まれることを示している．このランダム性は地震動予測結果の波形を微妙

に変えることになるが，重ね合わせの過程においても振幅スペクトルはオメガ・スクエ

ア・モデルを満足するように行われるため，予測された地震動のエネルギーは，本質的に

は位相特性のランダム性の影響をほとんど受けず，どの位相特性を用いてもほぼ同じにな

ると考えられる．そこで，要素地震波形の位相を変えた 20 ケースのパラメータスタディを

実施し，位相の特性が地震動の予測結果に与える影響を検討した． 

 図 5-7にケース 1 とケース 2 の NS 方向，EW 方向，UD 方向の要素地震波形を例として

示す．波形の右側に示す振幅特性はほぼ同じであるが，位相特性を変えることにより波形

は異なっている． 

 図 5-8に全 651 観測点において 20 ケースの算定結果のばらつきを求めた結果を示す．

(a)，(b)ともに横軸は地震動エネルギーのばらつきとし，縦軸については，(a)は最大加速度

値のばらつき，(b)は最大速度値のばらつきである．地震動エネルギーについては，3 章と

同じく，速度値に次元を合わせるため平方根のばらつきでプロットしている．図中のピン

クのラインは地震動エネルギーのばらつきと最大加速度あるいは最大速度のばらつきが同

じになるラインである．図 5-8から，地震動エネルギーのばらつきは，最大加速度値や最

大速度値に比べて対数標準偏差で 1 桁から 2 桁小さいことがわかる．これらの地点の全部

の平均値を算出すると，地震動エネルギーの 1/2 乗は 7.0×10
-5

(0.9998 倍～1.0002 倍)に対し

て，最大加速度値は 0.023(0.948 倍～1.055 倍)，最大速度値は 0.0048(0.989 倍～1.011 倍)で

ある．よって，地震動エネルギーは要素地震波形の位相特性のばらつきにほとんど影響を

受けないが，最大加速度については，要素地震波形の位相特性のばらつきの要因だけで相

当の(本検討では±5%程度)のばらつきが生じてしまうことがわかる． 
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 要素地震波形                                               
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図 5-7 要素地震波形の例 
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(a)地震動エネルギーの 1/2乗と最大加速度値 
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(b)地震動エネルギーの 1/2乗と最大速度値 

 

図 5-8 要素地震波形の位相特性の違いによる生じるばらつきの比較 
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5.2.4. 地震の規模の違いの地震動予測結果への影響 

(1)アスペリティの大きさ 

 図 5-9に示すように，これまで検討してきた断層モデルにおけるアスペリティの大きさ

を小さくした場合と大きくした場合について，地震動予測を行い，その結果を比較した．

図 5-10から図 5-12に，アスペリティの大きさの違いによる地震動予測結果の違いを各指

標ごとに示す．アスペリティの大きさの違いは断層から放射される地震動の強さの違いに

直接結びつけることができると考えられる．地震動エネルギーについては，アスペリティ

の大きさが小さい場合と中間の場合，中間の場合と大きい場合とで比較すると，すべての

地点でアスペリティの大きい方が大きな値となり，地震動の規模の大きさを適切に反映で

きていることを示している．しかし，最大加速度値や最大速度値については，地震の規模

の違いを適切に反映していると考えられる地点は 6 割～7 割程度にとどまっている．また，

地震の規模の違いによるばらつきをみても，地震動エネルギーは最大加速度値や最大速度

値よりも小さいことがわかる． 

 以上より，波形の最大値だけでは，地震の規模を反映した評価を行うには限界があるこ

と，また，地震動エネルギーを指標とすることにより地震の規模を反映した評価を行える

可能性があることが示された． 

 

 

破壊開始点

背景領域の応力降下
量：17bar

アスペリティの応力
降下量：104bar

 

図 5-9 アスペリティの大きさの違い 
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(a)アスペリティの大きさ中と小の比較       (b)アスペリティの大きさ中と大の比較 

図 5-10 地震動エネルギーの比較 
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(a)アスペリティの大きさ中と小の比較       (b)アスペリティの大きさ中と大の比較 

図 5-11 最大加速度値の比較 
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(a)アスペリティの大きさ中と小の比較       (b)アスペリティの大きさ中と大の比較 

図 5-12 最大速度値の比較

中>小の割合：100% 大>中の割合：100% 

中>小の割合：77% 大>中の割合：64% 

中>小の割合：66% 
大>中の割合：64% 
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(2)想定断層の大きさ 

 表 5-3に示すように，これまで検討してきた想定断層より長さを短くした断層，長くし

た断層に対しても地震動予測を行い，予測結果を比較した．各断層のアスペリティの面積

は(1)での各アスペリティの面積と同じであるが，背景領域の面積や要素地震の規模及び重

ね合わせ条件については各想定断層ごとに設定し直しており，現実の地震動予測を意識し

たパラメータスタディである．表 5-4及び表 5-5に小さめの想定断層と大きめの想定断層

についての重ね合わせ条件の算定結果を示す．アスペリティと破壊開始点の位置関係は(1)

と同じとした．アスペリティの位置が地震動予測結果に及ぼす影響が大きいため，破壊開

始点を 3 つの想定断層で一致させるように断層の位置を調整した． 

 図 5-13から図 5-15に想定断層の大きさに対する地震動予測結果の比較を示す．地震動

エネルギーについては，ほぼすべての地点で断層の大きい方が大きな値となり，地震動の

規模の大きさを適切に反映できていると考えられる．最大速度値については，8 割～9 割の

地点で断層の大きさを反映した結果が得られている．しかし，最大加速度値については，2

割～3 割の地点で断層の大きさと地震動の大きさが逆であるという結果となっている．ま

た，地震の規模の違いによるばらつきをみても，地震動エネルギーは，最大加速度値や最

大速度値よりも小さいことがわかる． 

 以上より，地震動エネルギーを指標とすることにより地震の規模を適切に反映した評価

を行える可能性があることが示されたと考えられる． 
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表 5-3 想定断層の大きさに関するパラメータスタディ 
項目 記号 単位 中間 小さい 大きい 備考
走向 θ ° 0 0 0 想定

傾斜 δ ° 90 90 90 想定

変位の方向 λ ° 90 90 90 想定

長さ L km 20 16 28 想定

上端深さ km 2 2 2 想定

幅 W km 18 16 20 想定

面積 S km^2 360 256 560 S=L×W

等価半径 R km 10.7 9.0 13.4
地震モーメント Mo dyn・cm 6.49E+25 3.89E+25 1.26E+26 S=2.23×10^-15×Mo^(2/3)

マグニチュード M 7.0 6.8 7.2 (log(L)+2.9)/0.6

モーメントマグニチュード Mw 6.47 6.33 6.67 Mw=(logMo-9.1)/1.5

S波速度 Vs km/s 3.40 3.40 3.40 想定

密度 ρ g/cm3 2.70 2.70 2.70 想定

剛性率 μ dyn/cm2 3.12E+11 3.1212E+11 3.121E+11 μ =ρ ×Vs^2

平均滑り量 D m 0.6 0.5 0.7 Mo=μ ×D×S

アスペリティの面積 Sa km^2 79.20 56.3 123.20 Sa=0.22×S

アスペリティの幅 wa km 8.0 6.0 10.0
アスペリティの長さ la km 10.0 8.0 12.0
モデル上のアスペリティの面積 Sa km^2 80.0 48.0 120.0
等価半径 r km 5.0 3.9 6.2
アスペリティの応力降下量 Δ σ a bar 104 123 108 Δ σ a=(7/16)×M0/(r^2×R)

アスペリティの平均すべり量 Da m 1.2 1.0 1.4 Da=2×Ｄ

アスペリティの地震モーメント Moa dyn・cm 2.88E+25 1.46E+25 5.39E+25 M0a=μ ×Da×Sa

背景領域の地震モーメント Mob dyn・cm 3.60E+25 2.43E+25 7.19E+25 M0b=M0-M0a

背景領域の平均すべり量 Db m 0.41 0.4 0.5 Db=M0b/(μ ×Sb)

背景領域の応力降下量 Δ σ b bar 16.5 17.8 19.6 Δ σ b=(Db/W)/(Da/Wa)×Δ σ a

平均応力降下量 Δ σ bar 23.1 23.1 23.1 Δ σ =(7/16)×M0/R^3

ライズタイム tr s 0.82 0.69 1.02 tr=2.03×10^-9×Mo^(1/3)

破壊伝播速度 Vr km/s 2.45 2.45 2.45 Vr=0.72×Vs

fmax Hz 6.0 6.0 6.0  

 

表 5-4 小さめの想定断層における要素地震の規模と重ね合わせ条件 
断層モデルの地震

モーメントM0

断層モデルのスト
レスドロップΔ σ

要素地震の地震

モーメントM0e

要素地震のストレ
スドロップΔ σ e

重ねあわせ

数N3
断層面上の重
ねあわせ数

ライズタイムの
重ねあわせ数

3.89E+25 23 7.60E+22 23 512 64 8  

 

表 5-5 大きめの想定断層における要素地震の規模と重ね合わせ条件 
断層モデルの地震

モーメントM0

断層モデルのスト
レスドロップΔ σ

要素地震の地震

モーメントM0e

要素地震のストレ
スドロップΔ σ e

重ねあわせ

数N3
断層面上の重
ねあわせ数

ライズタイムの
重ねあわせ数

1.26E+26 23 8.17E+22 23 1540 140 11
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(a)想定断層の大きさ中と小の比較          (b)想定断層の大きさ中と大の比較 

図 5-13 地震動エネルギーの比較 
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(a)想定断層の大きさ中と小の比較          (b)想定断層の大きさ中と大の比較 

図 5-14 最大加速度値の比較 
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(a)想定断層の大きさ中と小の比較          (b)想定断層の大きさ中と大の比較 

図 5-15 最大速度値の比較 

 

中>小の割合：99.8% 大>中の割合：100% 

中>小の割合：72% 大>中の割合：75% 

中>小の割合：79% 大>中の割合：93% 
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5.2.5. 地震動予測時の地盤の影響 

 構造物の耐震設計に用いるための入力地震動は，工学的基盤上で設定されることが多い．

ところが工学的基盤のスペックは各構造物の設計基準で違いがある．せん断波速度でみる

と，港湾系の基準では 300m/s 以上という目安があり，建築系の基準では，500m/s 以上と

いう目安がある．また，現実には，各地点によって工学的基盤の物性値は異なっており，

洪積の砂礫層であったり第四紀の岩盤であったりする．もしも 2 地点で同じ地震動波形が

得られたとして，地点 1 はせん断波速度 300m/s の砂礫層上であり，地点 2 はせん断波速度

700m/s の風化岩上であったとすると，2 つの地震動の大きさは明らかに同じではない．し

たがって，地震動予測結果を評価するとき，地震動予測位置の地盤の硬さについて留意す

る必要がある．最大加速度値や最大速度値は，地盤深部と地表付近とで値が大きく異なっ

ていることが多くの観測記録から明らかとなっている．現状では最大加速度値や最大速度

値の予測式(距離減衰式)は，地盤のせん断波速度がその式の適用範囲内あることを確認し

て用いる必要がある． 

 本節では，地震動エネルギーについて深部と地表付近とでどのような違いがあるかにつ

いて検討した．前章の検討により，伝達関数の 2 乗の平均値にインピーダンスを掛けた量

は水平多層構造の各層内で保存され，基盤への入射地震動の周波数特性が一定のとき，各

層内の地震動エネルギーは等しくなることがわかった．もし地震動エネルギーが一般的に

その特性を有しているのであれば，地震動予測をどの硬さの地盤上で行おうと地震動の強

さを合理的に評価でき，使いやすい指標であると言える．しかし，一般に地盤深部におけ

る地震動の周波数特性は一定ではないため，地震動エネルギーも地震動の卓越周波数と地

盤の固有周波数の影響を受けて変化すると考えられる．ここでは，地震動エネルギー，最

大加速度値，最大速度値について，地震基盤での値と工学的基盤における値との比較を行

い，各指標における違いや特徴について検討した． 

 5.2.2 で地震基盤における地震動予測結果を示したが，各地点において，地震基盤から工

学的基盤までの地盤構造を仮定して 1 次元の地震応答解析を行い，工学的基盤上の地震動

を求めた．地盤モデルは，表 5-6に示すように 4 層モデルとし，各層の層厚，密度，せん

断波速度はある範囲で乱数を用いてランダムに決定した．さまざまな地盤条件における各

指標の値の違いを検討することが目的であるため，近くの地点同士での層厚や物性値の相

関性は与えていない．また，減衰 h は 0 として計算を行った． 

 図 5-16に地震動エネルギー，最大加速度値，最大速度値の各指標について，地震基盤

での値と工学的基盤での値とを比較した結果を示す．最大加速度値や最大速度値は工学的

基盤の方が数倍大きく，地震動エネルギーは，地震基盤の方が若干大きめであるが，ほぼ

地震基盤：工学的基盤=1:1 の線上に分布している．これは，最大加速度や最大速度は地盤

の増幅の影響で浅いところが大きくなっているのに対し，前章で示したように，入力がデ

ルタ関数やホワイトノイズであれば水平多層地盤内を伝播する地震動のエネルギーは各層

で厳密に保存されるため，入力が地震動の場合であっても地震動エネルギーは地盤の増幅

の影響が小さいためと考えられる．予測結果を等価震源距離との関係でプロットして図 

5-17に示す．地震動エネルギーは，地盤の S 波速度にかかわらず一つの距離減衰式で予測
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結果の評価が行えるのに対して，最大加速度値や最大速度値は地盤の S 波速度に応じて距

離減衰式を補正する必要がある． 

 

表 5-6 地震基盤から工学的基盤までの地盤モデル 

地層

工学的基盤 25 ～ 75

中間層1 350 ～ 1050 1800 ～ 2200 150 ～ 450

中間層2 1100 ～ 3300 2250 ～ 2750 250 ～ 750

地震基盤 3400 2700 -

せん断波速度(m/s) 密度(kg/m3) 層厚(m)

300 2000
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(a)地震動エネルギー                 (b)最大加速度値 
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         (c)最大速度値 

図 5-16 工学的基盤と地震基盤の比較 
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(c)最大速度値 

図 5-17 地震動予測結果の地震基盤と工学的基盤との違い
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5.3. 構造物の被害推定への活用 

5.3.1. 1自由度系の応答解析 

 一自由度系に地動加速度 0u が作用した場合の運動方程式は次式で表される。 

 0)( 0  kuucuum   (5-1) 

 復元力特性は図 5-18に示すように，バイリニアとした．非定常の地震動波形を入力す

る場合には，運動方程式を時間軸に対して離散化し，逐次計算を行って応答を求める。バ

イリニアの場合には弾性部分と塑性部分を分離して積分を行う Operater Splitting 法(OS

法)
19)を用いて時間積分を行った．OS 法は，系の剛性を 2 つに分割し，一つの部分には陽

的積分法を，もう一つの部分には陰的積分法を適用するという混合積分法であり，バイリ

ニア型のように，剛性軟化型のシステムに関しては絶対安定性をもつ．n+1 ステップ目の

応答において，OS 法ではまず予測子変位 y を以下により算定する．  

 nnnn u
t

utyy 
4

2

1


  (5-2) 

つぎに，復元力 p を算定する．バイリニアの計算には，前ステップからの初期剛性によっ 

て決まる点と，正の降伏域にある点，及び負の降伏域にある点の 3 点の復元力を比較し，

中間にある点を採用する． 

 

)( 111 nnnn yyKpp    or )( 121 ynyn dyKpp    or 

)( 121 ynyn dyKpp    
(5-3) 

K1 は初期剛性，K2 は第 2 剛性である．加速度値を以下の式で求める． 
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(5-4) 

以下の式により速度と変位を求める． 

 
2

)( 1

1






 nn
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uut
uu


  (5-5) 

 

2

1

2

1






 n

nn

ut
yu


 

(5-6) 

そして，新たに求めた変位を用いて復元力を更新する． 

 

)( 111 nnnn uuKpp    or )( 121 ynyn duKpp    or 

)( 121 ynyn duKpp    
(5-7) 

 式(5-1)の両辺に dtudu  をかけ積分するとエネルギーのつりあい式が得られる。 
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tttt

dtuumdtukudtuucdtuum
0

0
000

  (5-8) 

 左辺第 1 項～第 3 項はそれぞれ時間 t における運動エネルギーWk，減衰により消費され

たエネルギーWh，弾性ひずみエネルギーと塑性ひずみエネルギーの和 We である。右辺は

地震による振動系への総入力エネルギーEin である。地震終了時には，弾性ひずみエネルギ

ーは微小であり，We は主に塑性ひずみエネルギーWp となる． 

 図 5-19に入力地震動及びエネルギーの時刻歴波形の例を示す．各時刻において，Wk + 

Wh + We = Ein が成立している． 

 

 

図 5-18 一自由度系のモデル 

水平力 

水平変位 降伏変位：uy 

降伏耐力：Py 

初期剛性 K1 

第 2 剛性 K2 
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塑性率=umax／uy 

u0 
u 
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(a)入力加速度波形(鳥取県西部地震の TTR009 における観測波形(工学的基盤上に変換)) 
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(b)エネルギー収支の時刻歴波形 
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(c)水平変位と復元力との関係 

図 5-19 一自由度系の応答計算の例 

(質量 M=40t，減衰定数 h=0.02，k1=2450kN/m，k2=50kN/m，uy=0.004m)

umax 

地震動終了時の We=塑性

ひずみエネルギー 
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5.3.2. 地震動の強さを表す指標と塑性率や塑性エネルギーとの関係 

 K-NET 及び KiK-net における 1996 年以降の観測記録のうち，300gal 以上が記録された

377 個の地震記録(K-NET で 254 個，KiK-net で 123 個)，754 波形(NS と EW）を用いて，

一自由度系の応答計算を行った．観測波形は，0.1～10Hz のバンドパスフィルタを通過さ

せた後で用いた．構造物の損傷度合いを評価する指標として，塑性率(最大変位 umax／塑性

変位 uy)及び塑性ひずみエネルギー(We)を用いることとした． 

 一自由度系の応答計算のモデルには，地盤条件が考慮されないため，地震動エネルギー

算出にあたっては，地盤の密度は 2000kg/m
3，S 波速度は 300m/s と仮定した． 

 図 5-20に塑性率と各指標との関係を示す．地震動エネルギーと最大速度値は塑性率と

相関が高い．対数標準偏差は，地震動エネルギーで 0.189(0.65 倍～1.55 倍)，最大速度値で

0.236(0.58 倍～1.72 倍)となり，地震動エネルギーの方が若干小さい．最大加速度値と塑性

率との関係は，対数標準偏差が 0.524(0.3 倍～3.33 倍)であり，他の指標よりも大きなばら

つきであった． 

 図 5-21に塑性ひずみエネルギーと各指標との関係を示す．塑性率が 1 以下のときは塑

性ひずみエネルギーが非常に小さいため，塑性率が 1 以上のデータについてプロットした．

地震動エネルギーと塑性ひずみエネルギーとの関係は他の指標との関係よりもばらつきが

小さいことがわかる．対数標準偏差は，地震動エネルギーが 0.372(0.42 倍～2.35 倍)，最大

速度値が 0.491(0.32 倍～3.09 倍)，最大加速度値が 0.828(0.15 倍～6.72 倍)であった．ただし，

塑性ひずみエネルギーが小さいデータは塑性率がほぼ 1 のデータであり，いずれの指標と

の関係においてもばらつきが大きく，両対数軸図上での直線状にならないため，塑性率が

4 以上のデータについて，図 5-22にプロットし直した．これによると，地震動エネルギー

と最大速度値については，両対数軸図上で直線関係がみられるようになった．地震動エネ

ルギーと塑性ひずみエネルギーの関係は非常にばらつきが小さいことがわかる．対数標準

偏差は，地震動エネルギーが 0.174(0.67 倍～1.49 倍)，最大速度値が 0.325(0.47 倍～2.11 倍)，

最大加速度値が 0.524(0.3 倍～3.33 倍)であった．さらに，地震動エネルギーと塑性エネル

ギーの関係は，塑性エネルギーが大きくなるほどばらつきが小さくなっていることから，

大きな被害が想定されるほど地震動強さとの関係の信頼性が高くなると言える． 
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  (c)最大加速度値(対数標準偏差 0.524) 

 

図 5-20 地震動の強さを表す指標と塑性率との関係 

(質量 M=40t，h=0.02，k1=2450kN/m，k2=50kN/m，uy=0.004m)
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  (c)最大加速度値(対数標準偏差 0.828) 

 

図 5-21 地震動の強さを表す指標と塑性ひずみエネルギーとの関係(塑性率 1以上) 

(質量 M=40t，h=0.02，k1=2450kN/m，k2=50kN/m，uy=0.004m) 

 



 

 - 84 - 

1.0E+00

1.0E+02

1.0E+04

1.0E+06

1.0E+00 1.0E+02 1.0E+04 1.0E+06

X：地震動エネルギー(J/m2)

Y
：
塑

性
ひ

ず
み

エ
ネ

ル
ギ

ー
(J

)

応答計算結果
log(y) = 0.8121log(x) + 0.5276

1.0E+00

1.0E+02

1.0E+04

1.0E+06

1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03

X：最大速度(kine)

Y
：
塑

性
ひ

ず
み

エ
ネ

ル
ギ

ー
(J

)

応答計算結果

log(y) = 1.8521log(x) + 0.9454
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  (c)最大加速度値(対数標準偏差 0.524) 

図 5-22 地震動の強さを表す指標と塑性ひずみエネルギーとの関係(塑性率 4以上) 

(質量 M=40t，h=0.02，k1=2450kN/m，k2=50kN/m，uy=0.004m)
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 一自由度系の計算には，質量や減衰定数，初期剛性等，いくつかのパラメータが必要な

ため，1 ケースの計算だけでは一般的な傾向が示されているとは言えない．そこで，応答

計算に必要なパラメータをいくつか変化させたパラメータスタディを行った．表 5-7にパ

ラメータスタディの結果を示す．また，地震動エネルギーに対するばらつきと最大速度値

あるいは最大加速度値に対するばらつきをグラフ上にプロットして図 5-23に示す．変化

させたパラメータは，質量，減衰定数，降伏耐力，降伏変位，初期剛性，第 2 剛性であり，

基本ケース(case1)から，あるパラメータだけ 2 倍あるいは 0.5 倍に変化させた．その結果，

塑性率 4 以上のデータの塑性ひずみエネルギーについては，地震動エネルギーを説明変数

とした回帰式から推定した値と実際の応答計算結果との相違は対数標準偏差で 0.179 とな

り，最大速度値の 0.324 や最大加速度値の 0.527 と比べて非常に小さいことがわかった．こ

れは，地震動エネルギーも塑性ひずみエネルギーもともに，地震動の時刻歴波形全体を対

象として算出する量であるためであると考えられる．さらに，塑性率についても，地震動

エネルギーを説明変数とした回帰式から推定した値と実際の応答計算結果とが最も相関性

が高いという結果が得られた．対数標準偏差の平均値でみると，地震動エネルギーについ

ては 0.194 であるのに対し，最大速度値は 0.234 であり，最大加速度値は，0.519 であった．

塑性率は最大変位を降伏変位で割った値であるから，最大値の方が相関が高いと推測され

るが，図 5-19に示すように，繰り返しの荷重によって徐々に変形が進行するケースが多

いために，継続時間を考慮した地震動エネルギーとの相関が高くなっていると考えられる． 

 

表 5-7 応答計算のパラメータスタディ結果 

(t) (kN) (m) (kN/m) (kN/m) (Hz)
地震動エネ

ルギー
最大速度 最大加速度

地震動エネ
ルギー

最大速度 最大加速度
地震動エネ

ルギー
最大速度 最大加速度

1 40 0.02 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.25 0.189 0.236 0.524 0.372 0.491 0.828 0.174 0.325 0.524

2 20 0.02 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.76 0.201 0.209 0.487 0.379 0.442 0.790 0.191 0.279 0.478

3 80 0.02 9.8 0.004 2450.0 24.7 0.88 0.199 0.263 0.547 0.374 0.533 0.860 0.177 0.367 0.570

4 40 0.01 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.25 0.191 0.241 0.528 0.390 0.513 0.844 0.173 0.328 0.522

5 40 0.04 9.8 0.004 2450.0 24.7 1.25 0.189 0.228 0.516 0.391 0.493 0.847 0.173 0.321 0.514

6 40 0.02 19.6 0.004 4900.0 49.5 1.76 0.201 0.209 0.487 0.379 0.442 0.790 0.191 0.279 0.478

7 40 0.02 4.9 0.004 1225.0 37.1 0.88 0.196 0.258 0.545 0.375 0.538 0.869 0.179 0.381 0.576

8 40 0.02 9.8 0.002 4900.0 24.6 1.76 0.190 0.221 0.509 0.335 0.454 0.794 0.186 0.310 0.563

9 40 0.02 9.8 0.004 2450.0 12.3 1.25 0.191 0.242 0.531 0.372 0.489 0.826 0.174 0.325 0.521

10 40 0.02 9.8 0.004 2450.0 50.0 1.25 0.188 0.230 0.518 0.373 0.492 0.833 0.173 0.328 0.523

平均 0.194 0.234 0.519 0.374 0.488 0.828 0.179 0.324 0.527

降伏変
位dy

初期剛
性k1

第2剛性
k2

case

質量m
減衰定

数h
降伏耐
力Py

固有振
動数f

地震動の強さを表す指標と応答結果のばらつきの関係(対数標準偏差）

塑性率 塑性ひずみエネルギー(塑性率>1) 塑性ひずみエネルギー(塑性率>4)
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(b)塑性エネルギー(塑性率>1) 
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(c)塑性エネルギー(塑性率>4) 

 

図 5-23 ばらつきの比較
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5.4. 結論 

 地震動エネルギーの地震工学の実務への活用例として，地震動予測結果の妥当性評価へ

の適用性と構造物の被害推定への適用性について検討した． 

 地震動予測結果の妥当性評価については，モデル断層を想定し，統計的グリーン関数法

を用いて周辺における地震動予測を行い，予測波形の強さを表す指標として地震動エネル

ギー，最大加速度値，最大速度値を算出し，比較した． 

 モデル断層のアスペリティの大きさのみを変えた場合，及びモデル断層の長さを変えて

断層パラメータや重ね合わせ条件を新たに設定した場合のいづれにおいても，地震動エネ

ルギーはアスペリティの大小や地震の規模の大小を反映した結果が得られたのに対して，

最大加速度値や最大速度値は，小さいアスペリティや小さい規模の地震の方が大きな値と

なった地点が相当数存在した．  

 統計的グリーン関数法では，要素地震波形の位相特性にランダム性があるが，このラン

ダム性は地震動予測結果に影響しないことが望ましい．要素地震波形の位相特性を20パタ

ーン変化させたパラメータスタディを実施したところ，地震動エネルギーのばらつきは対

数標準偏差で最大加速度値や最大速度値よりも小さく、要素地震波形のランダム性の影響

はほとんど受けないことが分かった． 

 また，入力がデルタ関数やホワイトノイズであれば水平多層地盤内を伝播する地震動の

エネルギーは各層で厳密に保存されるため，入力が地震動の場合であっても，地盤の密度

とS波速度が掛かっている地震動エネルギーは，最大加速度値や最大速度値ほど地盤の増

幅の影響を受けないことがわかった． 

 地震動予測結果は，地震動エネルギーのみで評価するのではなく，多様な指標を用いて

多面的に評価することが望ましいが，地震動エネルギーを地震動予測結果の評価指標に加

えることによって，予測波形の妥当性を合理的に評価できる可能性がある．例えば，予測

波形の最大加速度値が距離減衰式から算出した値よりもかなり大きかったとしても，地震

動エネルギーが妥当な値であれば，偶然的なパルス状の波形が最大値として生じたに過ぎ

ない，という工学的判断に合理性を与えることができる．  

 構造物の被害推定については，バイリニアの履歴特性をもつ一自由度系の応答解析を行

い，構造物被害と地震動の強さを表す指標との関係を求めた．構造物被害は，塑性率と塑

性ひずみエネルギーの大きさで表した．入力地震動は，K-NET 及び KiK-net の既往の観測

記録とした． 

 地震動エネルギーの大きさと塑性率との関係は，ばらつきが最大加速度値や最大速度値

と塑性率との関係よりも小さいことがわかった．また塑性率が高く被害が大きい構造物に

対しては，地震動エネルギーと塑性ひずみエネルギーとの関係は，対数標準偏差で 0.179

と最大速度値と塑性ひずみエネルギーとの関係の 0.324 の約半分程度，最大加速度と塑性

ひずみエネルギーの関係の 0.527 の約 1/3 程度と非常にばらつきが小さい．大きな被害が

予測される場合には，被害程度の推定精度が向上することが期待できる．よって，地震動

エネルギーは，構造物の被害推定にも高い適用性を有していることがわかった． 

 地震動エネルギーは，最大値はそれほど大きくないが継続時間が長く繰返し荷重が多い
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地震動に対する被害推定に適していると考えられる．構造物の特性にもよるが，例えば土

は小さなひずみの段階から塑性化する材料であり，土構造物の被害は繰返し荷重の影響を

大きく受ける．そのため，大阪近辺における東单海・单海地震の想定地震動のように，最

大値が上町断層の想定地震動ほど大きくなくても継続時間が長い地震動に対しては，地震

動エネルギーを用いることにより，合理的な被害推定を行うことができると考えられる． 
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6. 結論 

 土木構造物の設計地震動評価や地震被害想定等で，従来よく用いられる指標は，計測震度や最

大加速度値，応答スペクトル等である．これらの指標は確かに地震動の強さの一面を表している

が，時刻歴波形としての地震動の特徴を表すためには地震動継続時間や位相特性等も考慮する必

要がある．また，最大加速度値や最大速度値よりもエネルギー的な指標の方がより実被害との整

合性が高いとの指摘もある．そこで本研究では，地震動のエネルギー指標に着目し，地震工学に

おける実務への活用法について検討した． 

地震波の伝播に伴うエネルギーの流れの概念は古くからあり，いくつもの研究がなされている

が，地震動エネルギーのばらつきについての研究はほとんど見あたらない．本研究では特に各指

標のばらつきに注目し，地震動のエネルギー指標を地震動予測結果の妥当性評価や構造物の被害

推定に適用した場合の利点について検討した． 

 

 第 2 章では，地震動のエネルギーに関する既往の研究について整理するとともに，本研究で用

いる地震動エネルギーの定義について述べ，主な被害地震の観測記録を用いて地震動の強さを表

す他の指標とともに地震動エネルギーの値を算定し比較した．その結果，地震動エネルギーと既

往の各指標とは明確な相関があり，地震動エネルギーが地震動の強さを表す指標として有望であ

ることがわかった． 

 

 第 3 章では，地震動エネルギーの距離減衰特性について調べた． 

 地震動は，地盤内の伝播に伴って減衰が生じる．幾何減衰によって波動場全体としてのエネル

ギーの変化は生じないが卖位要素を通過する量として考えた場合には距離減衰が生じ，粘性減衰

等によって地震動のエネルギーは他のエネルギーに転化され減尐する．さらに地盤の不均質性に

よって観測点ごとにばらつきが生じることが考えられる．国内における 17 の地震について，K-

NET 及び KiK-net の 522 の観測記録を用いて地震動エネルギーの距離減衰特性を調べ，モーメン

トマグニチュードと等価震源距離を説明変数として距離減衰式を作成した結果，地震動エネルギ

ーの距離減衰特性のばらつきは，最大加速度値よりも小さく，最大速度値とはほぼ同程度である

が，地震の規模に起因するばらつきは，最大加速度値や最大速度値よりも小さいことがわかった．

さらに，地震動エネルギーの周波数特性をウェーブレット変換に基づいて調べたところ，地震動

エネルギーはオメガ・スクエア・モデルと整合していることが示された．これらの結果から，地

震動エネルギーは，最大加速度値等よりも地震の規模や距離に応じて安定的に地震動の強さを評

価できる指標であると結論づけられた． 

 

 第 4 章では，地震動エネルギーの保存則について検討した． 

地震動エネルギーを地震動の強さの指標として用いるためには，エネルギー保存則について検

討することが重要である．一般にエネルギーには保存則が成り立つことが知られている．そこで，

地盤内における地震動エネルギーの基本的な保存則について，減衰の無い水平成層地盤を対象に，

1次元のSH波の弾性伝播問題として検討した． 

 その結果，水平 2 層地盤においては，入力がデルタ関数やホワイトノイズであれば，地震動エ

ネルギーは保存されることが，理論的に証明された．このことは，各層の波動インピーダンスと
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インパルス入力に対する上昇波のパワーの周波数軸上の平均とを掛け合わせた量 PVs が保存

されていることと同義である．一般的な水平多層地盤に対しては解析的に解を求めることができ

なかったが，モンテカルロシミュレーションによって数値解析的に検討した結果， PVs の保

存は，数学的には証明されていないものの，工学的な観点では十分成立していると考えてよいこ

とがわかった．よって，水平多層地盤の各層において，デルタ関数やホワイトノイズが入射した

場合には，上昇波の地震動エネルギーは保存されていることが示された． 

 

 第 5 章では，地震動のエネルギー指標を地震工学の実務へ活用する方法として，地震動予測結

果の妥当性評価と構造物の被害推定に適用した場合の利点について検討した． 

 地震動予測結果の妥当性評価においては，モデル断層を想定して統計的グリーン関数法を用い

て周辺における地震動予測波形を作成し，地震動エネルギー，最大加速度値，最大速度値を算出

して比較検討した．モデル断層のアスペリティの大きさのみを変えた場合，及びモデル断層の長

さを変えて断層パラメータや重ね合わせ条件を新たに設定した場合のいづれにおいても，地震動

エネルギーはアスペリティの大小や地震の規模の大小を反映した結果が得られたのに対して，最

大加速度値や最大速度値は，小さいアスペリティや小さい規模の地震の方が大きな値となった地

点が相当数存在した．統計的グリーン関数法では，要素地震波形の位相特性にランダム性がある

が，このランダム性は地震動予測結果に影響しないことが望ましい．要素地震波形の位相特性を

20パターン変化させたパラメータスタディを実施したところ，地震動エネルギーのばらつきは最

大速度値や最大加速度値に比べて非常に小さく，要素地震波形のランダム性の影響はほとんど受

けないことが分かった．また，地震動エネルギーを指標とした場合には，せん断波速度

Vs=3400m/sの地震基盤上とVs=300m/sの工学的基盤上とで，最大加速度値や最大速度値ほど地盤

による違いがないことがわかった． 

 構造物の被害推定においては，バイリニアの履歴特性をもつ一自由度系の応答解析を行い，塑

性率や塑性ひずみエネルギーで表される構造物被害と地震動の強さを表す指標との関係を求めた．

入力地震動はK-NETおよびKiK-netの既往の強震観測記録とした．地震動エネルギーと塑性率(最

大変位／降伏変位)との関係のばらつきは，最大加速度値や最大速度値と塑性率との関係のばら

つきよりも小さいことがわかった．また塑性率が高く被害が大きい構造物に対しては，地震動エ

ネルギーと塑性ひずみエネルギーとの関係は，ばらつきが小さく，大きな被害が予測される場合

には，被害程度の推定精度が向上することが期待できる．これらのことから，地震動エネルギー

は，構造物の被害推定にも高い適用性を有していることがわかった． 

 

 以上の検討から，地震動エネルギーについて，主に以下の点が他の指標に対して優れているこ

とがわかった． 

1)距離減衰特性において，地震モーメントとの関係が良く，地震の規模に起因するばらつきが他

の指標よりも小さい． 

2)入力がデルタ関数やホワイトノイズであれば水平多層地盤内を伝播する地震動のエネルギーは

各層で厳密に保存されるため，入力が地震動の場合であっても地震動エネルギーは地盤の増幅

の影響が小さく，地盤の違いに起因するばらつきが小さい． 

3)地震動予測結果の妥当性評価や構造物の被害推定に活用した場合，最大加速度値や最大速度値

よりもばらつきが小さく安定した結果が得られる． 
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 地震動エネルギーの実務への活用の例を以下に示す． 

1)地震動予測結果は，地震動エネルギーのみで評価するのではなく，多様な指標を用いて多面的

に評価することが望ましいが，地震動エネルギーを地震動予測結果の評価指標に加えることに

よって，予測波形の妥当性を合理的に評価できる可能性がある．例えば，予測波形の最大加速

度値が距離減衰式から算出した値よりもかなり大きかったとしても，地震動エネルギーが妥当

な値であれば，偶然的なパルス状の波形が最大値として生じたに過ぎない，という工学的判断

に合理性を与えることができる． 

2)地震動エネルギーは，最大値はそれほど大きくないが継続時間が長く繰返し荷重が多い地震動

に対する被害推定に適していると考えられる．構造物の特性にもよるが，例えば土は小さなひ

ずみの段階から塑性化する材料であり，土構造物の被害は繰返し荷重の影響を大きく受ける．

そのため，大阪近辺における東单海・单海地震の想定地震動のように，最大値が上町断層の想

定地震動ほど大きくなくても継続時間が長い地震動に対しては，地震動エネルギーを用いるこ

とにより，合理的な被害推定を行うことができると考えられる． 

3)水平成層地盤内の各層で保存される物理量 PVs は，着目する地盤深度の波動インピーダン

スとそれらの間の伝達関数のみから算定でき，詳細な地盤構造を必要しないことから，今後，

物理量 PVs は地震工学における諸問題において適用範囲が広がっていくものと期待される． 

 

 一方，地震動エネルギーについて，以下のような課題が残されている． 

1)本研究で行った距離減衰特性の検討においては，十勝沖地震等の海溝型地震のデータが含まれ

ていない．内陸活断層だけでなく，他の断層タイプにおける同様な検討が必要であると考えら

れる． 

2)本研究で行った地震動エネルギーの保存に関する議論は，減衰の無い水平成層地盤を対象とし

ており，3次元的な影響や減衰の影響について検討を行っていく必要がある． 

3)地震動エネルギーの算出には，地震動の時刻歴波形の他に，地盤条件として，密度とS波速度

の値が必要である．したがって，入力地震動の評価においては，入力位置における地盤条件を

設定する必要がある．また，被害想定においても，一自由度系の応答計算には地盤条件は必要

ないため，地震動エネルギーを算出するためには地盤条件を仮定する必要がある．構造物の被

害推定に用いる場合には，構造物と地盤との連成系を考慮した解析手法を用いて地震動エネル

ギーと構造物被害との関係式を構築していく必要があると考えられる．その場合でも，実際の

被害推定において現位置の地盤情報が必要となるため，地盤情報データベースの整備を期待し

その活用を図るか，各構造物位置における地盤情報を何らかの形で推定する必要がある． 

 

 地震動エネルギーは地震動の大きさを表す指標として優れており，今後，構造物の設計に地震

動エネルギーを活用していくことにより，さらに合理的な耐震設計が可能になるものと期待され

る．ただし，残された課題に対して，さらなる研究を行っていく必要がある．  



 

 - 94 - 

謝 辞 

 

 本論文の執筆にあたり，多くの方々の御指導や御支援をいただきました．ここに謹んで感謝の

意を表します．  

 澤田純男教授には，博士課程への編入学の機会を与えていただき，編入学から論文のとりまと

めまで大変お世話になりました．視野が狭く怠け者の私は，途中何度も，つまずいた気になって

なかなか研究が進みませんでしたが，その度に示唆や助言により導いていただきました．都度御

指導を受けることにより，論理的な思考力や文章の構成力等，学位だけでなく多くのものを得る

ことができたと実感いたしております．ここに深甚なる感謝の意を表します． 

 林康裕教授には，論文の内容について大変有益な御指摘をいただき，内容を大幅に充実させる

ことができました．深く感謝いたします．五十嵐晃准教授には，地震動エネルギーの導出に関し

て御指導いただきました．厚く御礼を申し上げます． 

 後藤浩之助教には地震動エネルギーの保存則について私が思い悩んでいるところを，親切に相

談に応じていただきました．4 章には後藤先生による成果が多く含まれています．心より感謝い

たします．高橋良和准教授や研究室の学生の方々からもいろいろとアドバイスや励ましをいただ

きました．どうもありがとうございました． 

 博士課程への編入学の機会を得た発端は，株式会社ニュージェックの竹澤請一郎氏と共に実施

していた業務で澤田教授に御指導を受けたことです．竹澤氏は私の入社以来数年間の所属長であ

り，技術者としてのあり方について教えていただきました．様々な思いを込めて心より感謝の意

を表します．株式会社ニュージェックの松本敏克博士には，研究が思うように進まず悩むたびに

相談に応じていただき，御自身の社会人の博士課程における経験から有益な助言をいただきまし

た．ここに厚く御礼申し上げます． 

 港湾空港技術研究所の野津厚博士からは，本論文におけるテーマについて，論文や業務での会

話等を通じて有益なヒントをいただきました．深く感謝いたします．鳥取大学の香川敬生教授か

らも，学会発表での議論を通じて大変有益な助言をいただきました．ここに深謝の意を表します． 

 研究と業務を両立させることは困難であり，私の所属する株式会社ニュージェック港湾・海岸

グループの方々にはたびたび負担をかけてしまい，申し訳ありませんでした．御理解と御協力に

感謝いたします． 

 防災科学技術研究所により提供されている K－NET 及び KiK－net の強震観測データを使わせ

ていただきました．ここに記して感謝いたします． 

 本論文をとりまとめるにあたりお世話になった多くの方々に，ここに重ねて心より感謝の意を

表しまして，謝辞といたします． 

 

 

 


	地震動のエネルギー指標の活用法に関する研究
	1. 序論 
	1.1. 概説 
	1.2. 本研究の背景 
	1.3. 本研究の目的と構成 
	1.4. 参考文献 

	2. 地震動の強さを表す指標としての地震動エネルギーの提案 
	2.1. 地震動のエネルギーに関する既往の研究 
	2.2. 本研究における地震動エネルギーの定義 
	2.3. 参考文献 

	3. 地震動エネルギーの距離減衰等の特性 
	3.1. はじめに 
	3.2. 距離減衰式に関する既往の研究 
	3.3. 地震動エネルギーの距離減衰式 
	3.4. 地震動エネルギーの周波数分布 
	3.5. 結論 
	3.6. 参考文献 

	4. 地震動エネルギーの保存則 
	4.1. はじめに 
	4.2. 地震動エネルギーに関する検討 
	4.3. 新たな保存量に関する検討 
	4.4. 結論 
	4.5. 参考文献 

	5. 地震動エネルギーの地震工学における実務への活用 
	5.1. はじめに 
	5.2. 地震動予測結果の妥当性評価への活用 
	5.3. 構造物の被害推定への活用 
	5.4. 結論 
	5.5. 参考文献 

	6. 結論 


